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Ⅰ　調査概要
１　調査の目的
倉敷市における中小企業の経営課題を統計的に把握し、今後の中小企業に対する行政支援策の方向性を検討するための基礎資料を得るために調査を実施する。
２　調査設計

（１）調査地域　　：　倉敷市全域

（２）調査対象　　：　下記の条件を満たす中小企業（事業所）
	建設業[大分類D]
	資本金3億円以下又は従業者300人以下

	製造業[大分類E]
	資本金3億円以下又は従業者300人以下

	情報通信業[大分類G]
	資本金3億円以下又は従業者300人以下

	運輸業、郵便業[大分類H]
	道路旅客運送業[中分類43]
	資本金3億円以下又は従業者300人以下

	
	道路貨物運送業[中分類44]
	

	
	水運業[中分類45]
	

	
	倉庫業[中分類47]
	

	
	運輸に付帯するサービス業[中分類48]
	

	
	郵便業[中分類49]
	

	卸売業、小売業[大分類I]
	卸売業[中分類50～55]
	資本金1億円以下又は従業者100人以下

	
	小売業[中分類56～61]
	資本金5千万円以下又は従業者50人以下

	不動産業、物品賃貸業[大分類K]
	駐車場業[小分類693]
	資本金5千万円以下又は従業者100人以下

	
	物品賃貸業[中分類70]
	

	
	上記以外
	資本金3億円以下又は従業者300人以下

	学術研究、専門・技術サービス業[大分類L]
	資本金5千万円以下又は従業者100人以下

	宿泊業、飲食サービス業[大分類M]
	宿泊業[中分類75]
	資本金5千万円以下又は従業者100人以下

	
	上記以外
	資本金5千万円以下又は従業者50人以下

	生活関連サービス業、娯楽業[大分類N]
	旅行業[小分類791]
	資本金3億円以下又は従業者300人以下

	
	上記以外
	資本金5千万円以下又は従業者100人以下

	サービス業[大分類R]
	廃棄物処理業[中分類88]
	資本金5千万円以下又は従業者100人以下

	
	自動車整備業[中分類89]
	

	
	機械等修理業[中分類90]
	

	
	職業紹介・労働者派遣業[中分類91]
	

	
	その他の事業サービス業[中分類92]
	


※業種の分類は「日本標準産業分類（第12回改定）」
（３）抽出元　　　：　平成18年事業所・企業統計調査結果
（４）抽出方法　　：　無作為抽出法
（５）調査対象数　：　1,350件
（６）有効回収数　：　757件（回収率：56.1％）
（７）調査方法　　：　郵送配布－調査員による訪問回収
（８）調査期間　　：　平成21年11月12日（木）～平成21年12月16日（水）
３　報告書をみる際の注意点

（１）比率はすべて百分率で表し、小数点以下第２位を四捨五入して算出した。そのために、百分率の合計が100％にならないことがある。
（２）質問文の中に、複数回答が可能な質問があるが、その場合、回答の合計は調査数を上回ることがある。
（３）図中の選択肢表記は、場合によっては語句を短縮・簡略化している場合がある。
（４）クロス集計等での件数（母数）の少ない集計結果についても、参考までに記載している。
（５）クロス集計については、特徴的な傾向がみられた集計のみ記載している。
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Ⅱ　調査結果の概要
１　調査対象企業（事業所）の概要
（１）経営組織
調査対象企業（事業所）の経営組織は、「個人経営」が全体の約半数（51.3％）を占め、以下「有限会社」28.0％、「株式会社」19.6％となっている。（8頁）
（２）資本金
調査対象企業（事業所）の資本金は、個人事業主の割合が高いためか、無回答が42.5％を占めている。それ以外では、「3000万円未満」で約半数を占めている。（9頁）
（３）従業員数
調査対象企業（事業所）の従業員数は、総計5,981人となっている。雇用形態別でみると、「一般の正社員」55.7％が最も多く、以下「臨時雇用者」17.9％、「有給役員」11.2％、「個人業主」8.4％となっている。性別では、「臨時雇用者」の割合に男女間で大きな差がある。
業種別にみると、「個人業主」「一般の正社員」「臨時雇用者」などの割合に大きな差がみられ、雇用形態の違いが顕著となっている。（10～12頁）
（４）事業開始年次
調査対象企業（事業所）の事業開始年次は、「平成以降～」30.3％、「昭和41～63年」38.7％と、比較的新しい昭和40年代以降で約7割（69.0％）を占めている。（13頁）
（５）前期の売上高
事業内容や規模が多岐にわたることから、調査対象企業（事業所）の前期の売上高にはバラツキがみられる。（14頁）
（６）事業所展開
調査対象企業（事業所）の事業所展開は、「市内」88.1％、「県内（倉敷市を除く）」13.1％、「中国・四国（岡山県を除く）」3.6％、「全国（中国・四国を除く）」3.7％、「海外」0.8％となっている。（15頁）
（７）主要事業内容
調査対象企業（事業所）の主要事業内容は、「卸売業、小売業」29.6％が最も多く、以下「サービス業」17.8％、「製造業」16.8％、「建設業」13.2％、「宿泊業、飲食サービス業」7.4％、「不動産業、物品賃貸業」7.3％となっている。（16頁）
（８）水島コンビナート企業との取引
調査対象企業（事業所）の中で、水島コンビナート企業との取引が「ある（直接的）」は6.6％、「ある（間接的）」は11.5％で、併せて18.1％が取引を持っている。地区別にみると、水島地区の33.1％が最も高い割合となっている。（17頁）
（９）売上高の内訳
製造業の売上高の内訳は、「取引先が水島コンビナート内の企業」より「取引先が水島コンビナート内以外の市内企業」「取引先が倉敷市以外の県内企業」「取引先が県外企業」の割合が高くなっている。（18頁）
（10）製品の出荷手段
製造業の出荷手段は「陸送」が71.7％、「海上」が0.8％となっている。（18頁）
２　業績動向と経営方針等

（１）売上高の変化
2年前と比べた売上高は、「10％以上減少」55.9％、「5％以上～10％未満減少」14.8％、「1％以上～5％未満減少」5.0％と、減少が75.7％を占め、増加は7.2％、「ほとんど変化なし」は13.1％となっている。（19～20頁）
（２）粗利益高の変化
2年前と比べた粗利益高についても売上高と同様の傾向となっており、「10％以上減少」52.4％、「5％以上～10％未満減少」14.7％、「1％以上～5％未満減少」7.5％と、減少が74.6％を占め、増加は6.3％、「ほとんど変化なし」は14.0％となっている。（21～22頁）
（３）粗利益が増加・減少した要因
粗利益が減少した要因は「不景気、不況」「売上高、受注高減」「仕事量、得意先の減少」「低価格競争、低料金店、大型店進出」などが多くなっている。（22頁）
（４）事業展開の見通し
今後の展開の見通しは「現状維持」が約6割（60.2％）を占め、「拡大」は4.9％、「縮小」は28.4％となっている。また、「縮小」の割合が高い傾向は従業者規模が小さいほど強くなっている。（23頁）
（５）経営上の問題点
経営上の問題点は、「売上の停滞・減少」が約7割（69.6％）と圧倒的に多くなっている。他には「同業者間の競争の激化」30.3％、「利幅の縮小」20.5％、「後継者不足」13.3％、「原材料高」13.3％、「求人難（人材不足）」10.3％などが多くなっている。（24～26頁）
（６）経営上の問題点を解決するために必要な取組
経営上の問題点を解決するために必要な取組は、「販路拡大・開拓」20.6％、「人材育成・確保」18.6％、「原材料・商品等仕入価格の低減」17.7％が約2割と多くなっている。（27～29頁）
（７）「新技術・新製品・新サービスの開発」「新分野進出」に関するアイデアや発想の源
「新技術・新製品・新サービスの開発」「新分野進出」に関するアイデアや発想の源として重視することは、「顧客の動向や顧客ニーズ」が約7割（68.6％）と最も多く、以下「経営者個人の創意工夫やアイデア」52.9％、「消費者の動向や消費者ニーズ」47.9％などが多くなっている。（30～31頁）
（８）「新技術・新製品・新サービスの開発」「新分野進出」するにあたって連携したい相手
「新技術・新製品・新サービスの開発」「新分野進出」するにあたって連携したい相手は、「仕入先」が約4割（39.3％）と最も多く、以下「異業種他社」22.9％、「同業種他社」22.1％、「販売先」19.3％が約2割となっている。（32～33頁）
３　資金繰りの状況

（１）資金の借入状況
資金の借入状況は、「借入をしている」51.4％、「借入をしていない」44.6％と概ね半々の割合となっている。（34～35頁）
（２）金融機関からの借入残高の変化
2年前と比べて、金融機関からの借入残高が「増加した」「減少した」いずれも34.2％で、「ほとんど変わっていない」が29.8％となっている。（36頁）
（３）資金繰りの状況の変化
2年前と比べた資金繰りの状況について、「変わらない」が28.9％で、「苦しい」「やや苦しい」を併せた『苦しい』割合が55.6％と過半数を占めている。また、資金繰りが『苦しい』状況は従業者規模が小さいほど強くなっている。（37～38頁）
（４）金融機関の貸出姿勢
2年前と比べた金融機関の貸出姿勢について、「変化はない」が約半数（47.0％）で、「厳しくなった」が15.1％、「緩くなった」が2.2％となっている。（39～40頁）
（５）金融機関の貸出姿勢が厳しくなった状況
金融機関の貸出姿勢が厳しくなった状況は、「信用保証を求められるようになった」34.2％、「担保・保証人の追加を求められた」31.6％、「借入申込を断られた」30.7％が約3割と多くなっている。（41頁）
（６）金融機関の貸出姿勢が厳しくなった際の対応
金融機関の貸出姿勢が厳しくなった際の対応は、「従業員の給料を下げた」が約3割（29.8％）と最も多く、以下「設備投資や製品・商品開発等を減らした」23.7％、「廃業や転業を考えた」17.5％が約2割となっている。（42頁）
４　雇用の推移

（１）雇用人数の推移と過不足感
平成20年9月以降の雇用人数の推移は、従業員総数、正社員数、非正規労働者数いずれも「増加」「減少」の割合に大きな差はなく、「増加」は1～2％、「減少」は5％前後となっている。

雇用の過不足感は、従業員総数では「不足」と「やや不足」を併せた『不足』の割合が15.6％と、「過剰」と「やや過剰」を併せた『過剰』の7.1％を上回っている。（43～45頁）
（２）平成20年9月以降の景気悪化による影響
平成20年9月以降の景気悪化について、「影響している」21.4％、「やや影響している」10.6％を併せた『影響している』割合は32.0％、一方「影響していない」28.4％、「あまり影響していない」14.1％を併せた『影響していない』割合は42.5％となっている。業種別では、建設業、製造業、運輸業、郵便業などで『影響している』割合が比較的高くなっている。（46～47頁）
５　雇用の見込み

（１）雇用人数の見込み
この先1年程度における雇用の見込みは、従業員総数、正社員数、非正規労働者数いずれも「増加」「減少」の割合に大きな差はなく、「増える（増やす）と思う」は1～3％、「減る（減らす）と思う」は2～4％となっている。（48～49頁）
（２）平成21年度の採用状況
平成21年度に「採用あり」は9.0％、「採用なし」は74.9％となっている。（50～51頁）
（３）平成22年度の採用見込み
平成22年度に「採用予定あり」は6.7％、「採用なし」は77.7％と、平成21年度の採用実績より若干採用する企業（事業所）の割合が減少している。（52～53頁）
（４）雇用管理の状況
過去3年間に行った雇用管理は、過半数（55.0％）が「特に何もしていない」と回答している。回答が多かったものとしては「正社員を増やした」8.5％、「賃金の削減を行った」6.1％、「正社員を減らした」5.5％、「賃金の増額を行った」5.3％など、正社員の人数と賃金を調整した企業（事業所）が多くなっている。（54～56頁）
（５）従業員採用方針
今後3年間における従業員採用方針は、雇用管理の状況と同様に、「特になし」が大半（67.0％）を占めている。回答が多かったものとしては「正社員を増やす」6.7％、「新規採用を増やす」4.5％、「非正規労働者を増やす」2.4％、「正社員を減らす」2.0％、「高齢者の再雇用を進める」1.8％などとなっている。（57～59頁）
６　行政の支援策

（１）各種支援制度の認知度・利用経験・利用希望
【認知度】

各種支援制度の認知度については、中小企業融資制度が圧倒的に高く、54.6％が「知っていた」と回答している。他の制度は概ね1割前後の認知度にとどまっている。

【利用経験】

各種制度の利用経験についても、認知度の高い中小企業融資制度の割合が高く、24.3％が「利用したことがある」と回答している。他の制度については、本調査の対象企業（事業所）の中では、ほとんど利用がみられなかった。

【今後の利用希望】

各種制度の今後の利用希望についても、認知度の高い中小企業融資制度の割合が高く、9.4％が「積極的に利用したい」、24.4％が「機会があれば利用したい」と回答している。他の制度については、概ね2～3％の企業（事業所）が「積極的に利用したい」と回答し、1割前後が「機会があれば利用したい」と回答している。（60～64頁）
（２）充実すべき中小企業支援策
充実すべき中小企業支援策は、「資金調達の円滑化」が約2割（20.1％）と最も多く、以下「人材育成への支援」11.5％、「新分野への進出支援」8.6％、「支援施策等の情報発信強化」6.6％、「専門家による経営相談の充実」6.1％、「販路開拓・マーケティング支援」5.9％、「技術開発支援」5.8％、「企業間連携・異業種交流の促進」5.7％、「技術・経営等のセミナー」5.4％などとなっている。（65～66頁）
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仕入れができなくなった        

                              

事業所・店舗等を整理・縮小した

                              

　無回答                      

                              

0 10 20 30

29.8

23.7

17.5

14.0

13.2

13.2

10.5

8.8

7.0

11.4
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全

 

 

体

信

用

保

証

を

求

め

ら

れ

る

よ

う

に

な

っ

た

担

保

・

保

証

人

の

追

加

を

求

め

ら

れ

た

借

入

申

込

を

断

ら

れ

た

以

前

よ

り

も

高

い

金

利

を

求

め

ら

れ

た

借

入

申

込

額

を

減

額

さ

れ

た

政

府

系

金

融

機

関

の

利

用

を

勧

め

ら

れ

た

そ

の

他

既

存

債

務

の

返

済

を

求

め

ら

れ

た

審

査

期

間

が

長

期

化

し

た 割

引

手

形

取

り

入

れ

銘

柄

が

厳

し

く

な

っ

た

借

入

期

間

の

短

縮

を

求

め

ら

れ

た

　

無

回

答

57 10 15 24 8 10 4 8 4 2 1 1 6

100.0 17.5 26.3 42.1 14.0 17.5 7.0 14.0 7.0 3.5 1.8 1.8 10.5

40 24 18 8 12 7 10 4 2 3 4 2 2

100.0 60.0 45.0 20.0 30.0 17.5 25.0 10.0 5.0 7.5 10.0 5.0 5.0

8 4 1 1 3 1 2 1      -      -      -      -      -

100.0 50.0 12.5 12.5 37.5 12.5 25.0 12.5      -      -      -      -      -

2      -      - 1 1 1 1      - 1      -      -      -      -

100.0      -      - 50.0 50.0 50.0 50.0      - 50.0      -      -      -      -

2      - 1      - 1      -      -      -      - 1      -      -      -

100.0      - 50.0      - 50.0      -      -      -      - 50.0      -      -      -

1 1      -      -      -      -      -      -      - 1      -      -      -

100.0 100.0      -      -      -      -      -      -      - 100.0      -      -      -

従

業

者

規

模

別

１～５人

６～２０人

２１～３０人

３１～５０人

５１～１００人

１０１人以上
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全

 

 

体

正

社

員

を

増

や

し

た

賃

金

の

削

減

を

行

っ

た

正

社

員

を

減

ら

し

た

賃

金

の

増

額

を

行

っ

た

労

働

時

間

の

短

縮

を

行

っ

た

高

齢

者

の

再

雇

用

を

進

め

た

非

正

規

労

働

者

を

増

や

し

た

中

高

年

従

業

員

を

増

や

し

た

福

利

厚

生

の

縮

小

を

行

っ

た

定

年

を

延

長

し

た

新

規

採

用

を

増

や

し

た

新

規

採

用

を

停

止

、

縮

小

し

た

福

利

厚

生

の

拡

充

を

行

っ

た

非

正

規

労

働

者

を

減

ら

し

た

フ

レ

ッ

ク

ス

タ

イ

ム

や

変

形

労

働

時

間

、

労

働

時

間

の

柔

軟

な

制

度

の

導

入

女

性

従

業

員

の

再

雇

用

を

進

め

た

昇

任

・

昇

級

停

止

や

成

果

主

義

の

導

入

、

人

事

や

賃

金

体

系

の

見

直

し

495 10 22 21 7 16 2 5 1 9 2 3 7 4 7 2 1      -

100.0 2.0 4.4 4.2 1.4 3.2 0.4 1.0 0.2 1.8 0.4 0.6 1.4 0.8 1.4 0.4 0.2      -

177 35 16 17 26 15 13 17 16 14 10 10 10 7 5 8 7 6

100.0 19.8 9.0 9.6 14.7 8.5 7.3 9.6 9.0 7.9 5.6 5.6 5.6 4.0 2.8 4.5 4.0 3.4

25 6 3 3 1 2 5 7 6 1 6 2      - 2      - 1      - 4

100.0 24.0 12.0 12.0 4.0 8.0 20.0 28.0 24.0 4.0 24.0 8.0      - 8.0      - 4.0      - 16.0

15 3 2 1 2 1 5      - 1 1 2 2 1      -      -      -      -      -

100.0 20.0 13.3 6.7 13.3 6.7 33.3      - 6.7 6.7 13.3 13.3 6.7      -      -      -      -      -

11 4 2      - 1 1 3      -      -      - 1 3 2      - 1 1 2      -

100.0 36.4 18.2      - 9.1 9.1 27.3      -      -      - 9.1 27.3 18.2      - 9.1 9.1 18.2      -

6 2      -      - 3      - 4      - 2      - 1      -      - 1 1      - 1 1

100.0 33.3      -      - 50.0      - 66.7      - 33.3      - 16.7      -      - 16.7 16.7      - 16.7 16.7

非

正

規

労

働

者

か

ら

正

社

員

へ

の

登

用

を

進

め

た 中

高

年

従

業

員

を

減

ら

し

た

ア

ウ

ト

ソ

ー

シ

ン

グ

（

外

部

委

託

）

を

減

ら

し

た

女

性

従

業

員

の

登

用

を

進

め

た

ア

ウ

ト

ソ

ー

シ

ン

グ

（

外

部

委

託

）

を

増

や

し

た

労

働

時

間

の

延

長

を

行

っ

た

障

が

い

者

の

雇

用

を

増

や

し

た

女

性

従

業

員

の

再

雇

用

を

縮

小

し

た

高

齢

者

の

再

雇

用

を

縮

小

し

た

女

性

従

業

員

の

登

用

を

縮

小

し

た

裁

量

労

働

制

を

導

入

し

た 非

正

規

労

働

者

か

ら

正

社

員

へ

の

登

用

を

縮

小

し

た

定

年

の

年

齢

を

下

げ

た

そ

の

他

障

が

い

者

の

雇

用

を

減

ら

し

た

特

に

何

も

し

て

い

な

い

　

無

回

答

1 3 4 2 2 1      - 2 1      -      -      - 1 1      - 338 81

0.2 0.6 0.8 0.4 0.4 0.2      - 0.4 0.2      -      -      - 0.2 0.2      - 68.3 16.4

4 4 4 3 2 3 2 1 1 2 1      -      -      -      - 62 14

2.3 2.3 2.3 1.7 1.1 1.7 1.1 0.6 0.6 1.1 0.6      -      -      -      - 35.0 7.9

1 1 1      - 1 1      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 1

4.0 4.0 4.0      - 4.0 4.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 4.0

1      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 1      -      -      - 6      -

6.7      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 6.7      -      -      - 40.0      -

1      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 2      -

9.1      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 18.2      -

1 1      - 1      -      - 1      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

16.7 16.7      - 16.7      -      - 16.7      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

従

業

者

規

模

別

１～５人

６～２０人

２１～３０人

３１～５０人

５１～１００人

１０１人以上

 

 

従

業

者

規

模

別

１～５人

６～２０人

２１～３０人

３１～５０人

５１～１００人

１０１人以上
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円

未
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５

０

０

万

円
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１

０

０

０

万

円

未

満

  

１

０

０

０

万

円

～

３

０

０

０

万

円

未

満

３

０

０

０

万

円
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５

０

０

０

万

円

未

満

５

０

０

０

万

円

～

１

億

円

未

満

  

  

  

１

億

円

～

３

億

円

未

満

  

  

  

  

  

  

３

億

円

～

１

０

億

円

未

満

  

  

  

  

  

１

０

億

円

～

５

０

億

円

未

満

  

  

  

  

５

０

億

円

以

上

  

  

  

  

  

  

  

  

  

　

無

回

答

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

件数

13.7 6.1 8.6 12.2 6.2 8.2 9.4 4.5 28.7 757
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万
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万
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万
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未
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３
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０

０

万

円
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５

０

０

０

万

円

未

満

５

０

０

０

万

円

～

１

億

円

未

満

  

  

  

１

億

円

～

３

億

円

未

満

  

  

  

  

  

  

３

億

円

～

１

０

億

円

未

満

  

  

  

  

  

１

０

億

円

～

５

０

億

円

未

満

  

  

  

  

５

０

億

円

以

上

  

  

  

  

  

  

  

  

  

　

無

回

答

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

                              

                              

１～５人                      

                              

６～２０人                    

                              

２１～３０人                  

                              

３１～５０人                  

                              

５１～１００人                

                              

１０１人以上                  

                              

件数

19.0 8.9 11.3 13.7 7.3 33.3 495

10.2 6.2 22.6 27.1 8.5 15.3 177

12.0 28.0 20.0 8.0 24.0  25

6.7 33.3 20.0 33.3 6.7  15

9.1 54.5 9.1 9.1 18.2  11

16.7 16.7 33.3 16.7 16.7   6

[image: image9.emf]

件数=757

市内                      

県内（倉敷市を除く）      

中国・四国（岡山県を除く）

全国（中国・四国を除く）  

海外                      

　無回答                  

0 20 40 60 80 100

88.1

13.1

3.6

3.7

0.8

6.6

[image: image10.emf]

知

っ

て

い

た

  

知

ら

な

か

っ

た

　

無

回

答

  

  

                              

                              

中小企業融資制度              

                              

販路開拓支援事業費助成金      

                              

中小企業者等人づくり事業補助金

                              

経営相談員派遣制度            

                              

オンリーワン企業育成支援事業費

補助金                        

地域資源活用促進事業費補助金  

                              

設備投資促進奨励金            

                              

件数

54.6 35.1 10.3  757

8.2 78.3 13.5  757

16.6 71.7 11.6  757

12.4 75.6 12.0  757

8.3 79.0 12.7  757

7.3 79.3 13.5  757

12.0 75.0 12.9  757


調査対象企業（事業所）の経営組織は、「個人経営」が全体の約半数（51.3％）を占め、以下「有限会社」28.0％、「株式会社」19.6％となっている。
【従業者規模別】
従業者規模別にみると、従業者総数1～5人の企業（事業所）では約7割（70.1％）が「個人経営」、従業者総数6～30人までの企業（事業所）では「株式会社」「有限会社」、従業者総数31人以上の企業（事業所）では「株式会社」の割合が高くなっている。
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利

用

し

た

こ

と

が

あ

る

利

用

し

た

こ

と

が

な

い

　

無

回

答

  

  

  

  

  

                              

                              

中小企業融資制度              

                              

販路開拓支援事業費助成金      

                              

中小企業者等人づくり事業補助金

                              

経営相談員派遣制度            

                              

オンリーワン企業育成支援事業費

補助金                        

地域資源活用促進事業費補助金  

                              

設備投資促進奨励金            

                              

件数

24.3 60.6 15.1  757

78.7 21.1  757

79.4 19.9  757

78.5 20.9  757

77.1 22.6  757

76.5 23.5  757

76.4 22.9  757


[image: image12.emf]

積

極

的

に

利

用

し

た

い

  

  

機

会

が

あ

れ

ば

利

用

し

た

い

利

用

し

た

い

と

思

わ

な

い

  

わ

か

ら

な

い

  

  

  

  

  

  

　

無

回

答

  

  

  

  

  

  

  

                              

                              

中小企業融資制度              

                              

販路開拓支援事業費助成金      

                              

中小企業者等人づくり事業補助金

                              

経営相談員派遣制度            

                              

オンリーワン企業育成支援事業費

補助金                        

地域資源活用促進事業費補助金  

                              

設備投資促進奨励金            

                              

件数

9.4 24.4 21.5 33.2 11.5  757

10.0 26.7 44.8 15.9  757

15.2 24.8 42.7 14.4  757

12.7 28.3 42.1 14.5  757

10.4 28.9 42.4 16.0  757

9.9 28.4 43.2 16.6  757

13.2 26.7 41.1 15.7  757
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全

 

 

体

従

業

員

の

給

与

を

下

げ

た 設

備

投

資

や

製

品

・

商

品

開

発

等

を

減

ら

し

た

廃

業

や

転

業

を

考

え

た

従

業

員

を

リ

ス

ト

ラ

し

た 採

算

が

良

く

な

い

取

引

先

等

を

整

理

し

た

そ

の

他

事

業

の

縮

小

・

撤

退

を

し

た

仕

入

れ

が

で

き

な

く

な

っ

た

事

業

所

・

店

舗

等

を

整

理

・

縮

小

し

た

　

無

回

答

57 15 10 14 7 6 7 3 6 4 9

100.0 26.3 17.5 24.6 12.3 10.5 12.3 5.3 10.5 7.0 15.8

40 15 11 4 7 7 4 6 4 1 3

100.0 37.5 27.5 10.0 17.5 17.5 10.0 15.0 10.0 2.5 7.5

8 3 4      - 1      - 1 1      - 3 1

100.0 37.5 50.0      - 12.5      - 12.5 12.5      - 37.5 12.5

2      - 1      -      -      - 1 1      -      -      -

100.0      - 50.0      -      -      - 50.0 50.0      -      -      -

2      - 1      - 1      -      -      -      -      -      -

100.0      - 50.0      - 50.0      -      -      -      -      -      -

1      -      -      -      - 1      -      -      -      -      -

100.0      -      -      -      - 100.0      -      -      -      -      -

従

業

者

規

模

別

１～５人

６～２０人

２１～３０人

３１～５０人

５１～１００人

１０１人以上
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全

 

 

体

正

社

員

を

増

や

す

新

規

採

用

を

増

や

す

非

正

規

労

働

者

を

増

や

す 正

社

員

を

減

ら

す

高

齢

者

の

再

雇

用

を

進

め

る

中

高

年

従

業

員

を

増

や

す 女

性

従

業

員

の

登

用

を

進

め

る

そ

の

他

新

規

採

用

を

減

ら

す

女

性

従

業

員

の

再

雇

用

を

進

め

る

非

正

規

労

働

者

か

ら

正

社

員

へ

の

登

用

を

進

め

る 中

高

年

従

業

員

を

減

ら

す 障

が

い

者

の

雇

用

を

増

や

す

非

正

規

労

働

者

を

減

ら

す 高

齢

者

の

再

雇

用

を

行

わ

な

い

非

正

規

労

働

者

か

ら

正

社

員

へ

の

登

用

を

行

わ

な

い

495 16 11 3 3 2 3 4 4 1 3 1 1 1      -      -      -

100.0 3.2 2.2 0.6 0.6 0.4 0.6 0.8 0.8 0.2 0.6 0.2 0.2 0.2      -      -      -

177 22 12 14 8 9 7 4 4 4 2 3 2 2 2 2 1

100.0 12.4 6.8 7.9 4.5 5.1 4.0 2.3 2.3 2.3 1.1 1.7 1.1 1.1 1.1 1.1 0.6

25 5 7      -      - 2      - 1      -      - 1      -      -      -      -      -      -

100.0 20.0 28.0      -      - 8.0      - 4.0      -      - 4.0      -      -      -      -      -      -

15 3      -      - 2 1      -      -      - 1      -      -      -      -      -      - 1

100.0 20.0      -      - 13.3 6.7      -      -      - 6.7      -      -      -      -      -      - 6.7

11 2 3      - 2      -      -      -      - 1      -      - 1      -      -      -      -

100.0 18.2 27.3      - 18.2      -      -      -      - 9.1      -      - 9.1      -      -      -      -

6 3 1      -      -      - 1      -      -      -      -      -      - 1      -      -      -

100.0 50.0 16.7      -      -      - 16.7      -      -      -      -      -      - 16.7      -      -      -

女

性

従

業

員

の

登

用

を

行

わ

な

い

障

が

い

者

の

雇

用

を

減

ら

す 女

性

従

業

員

の

再

雇

用

を

行

わ

な

い

特

に

な

し

　

無

回

答

1      -      - 374 86

0.2      -      - 75.6 17.4

1      -      - 95 18

0.6      -      - 53.7 10.2

     -      -      - 11 3

     -      -      - 44.0 12.0

     -      -      - 8 1

     -      -      - 53.3 6.7

     -      -      - 5      -

     -      -      - 45.5      -

     -      -      - 2      -

     -      -      - 33.3      -

 

従

業

者

規

模

別

１～５人

６～２０人

２１～３０人

３１～５０人

５１～１００人

１０１人以上

従

業

者

規

模

別

１～５人

６～２０人

２１～３０人

３１～５０人

５１～１００人

１０１人以上

 


[image: image15.emf]

明

治

  

  

  

  

  

  

大

正

  

  

  

  

  

  

昭

和

１

～

２

０

年

  

昭

和

２

１

～

４

０

年

昭

和

４

１

～

６

３

年

平

成

以

降

～

  

  

  

　

無

回

答

  

  

  

  

件数

17.0 38.7 30.3 6.6 757


[image: image16.emf]

10

％

以

上

減

少

  

  

  

  

  

５

％

以

上

～

10

％

未

満

減

少

１

％

以

上

～

５

％

未

満

減

少

ほ

と

ん

ど

変

化

な

し

  

  

  

１

％

以

上

～

５

％

未

満

増

加

５

％

以

上

～

10

％

未

満

増

加

10

％

以

上

増

加

  

  

  

  

  

　

無

回

答

  

  

  

  

  

  

  

件数

55.9 14.8 5.0 13.1 757


[image: image17.emf]

10

％

以

上

減

少

  

  

  

  

  

５

％

以

上

～

10

％

未

満

減

少

１

％

以

上

～

５

％

未

満

減

少

ほ

と

ん

ど

変

化

な

し

  

  

  

１

％

以

上

～

５

％

未

満

増

加

５

％

以

上

～

10

％

未

満

増

加

10

％

以

上

増

加

  

  

  

  

  

　

無

回

答

  

  

  

  

  

  

  

                              

                              

１～５人                      

                              

６～２０人                    

                              

２１～３０人                  

                              

３１～５０人                  

                              

５１～１００人                

                              

１０１人以上                  

                              

件数

59.2 13.5 5.1 13.5 495

54.2 18.6 4.5 10.7 4.5 177

56.0 8.0 8.0 16.0  25

26.7 20.0 13.3 26.7 13.3  15

27.3 27.3 9.1 18.2 18.2  11

33.3 16.7 16.7 16.7 16.7   6

[image: image18.emf]

10

％

以

上

減

少

  

  

  

  

  

５

％

以

上

～

10

％

未

満

減

少

１

％

以

上

～

５

％

未

満

減

少

ほ

と

ん

ど

変

化

な

し

  

  

  

１

％

以

上

～

５

％

未

満

増

加

５

％

以

上

～

10

％

未

満

増

加

10

％

以

上

増

加

  

  

  

  

  

　

無

回

答

  

  

  

  

  

  

  

件数

52.4 14.7 7.5 14.0 5.0 757


※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。
（２）資本金
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調査対象企業（事業所）の資本金は、個人事業主の割合が高いためか、無回答が42.5％を占めている。それ以外では、「300万円～500万円未満」17.8％、「1000万円～3000万円未満」14.7％、「300万円未満」13.6％、「500万円～1000万円未満」6.7％となっている。
【従業者規模別】

従業者規模別にみると、従業者総数1～5人の企業（事業所）で無回答が集中している。従業者規模が大きいほど資本金の規模も増加する傾向にあり、1000万円以上の企業（事業所）も増加してくる。
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69.2 4.9 23.2 224

67.3 29.1  55

87.1 12.9  31
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※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

（３）従業員数
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9.6 58.5 4.4 25.2 135
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78.5 19.8 177
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80.0 20.0  15

81.8 18.2  11

50.0 50.0   6


調査対象企業（事業所）の従業員数は、総計5,981人となっている。雇用形態別でみると、「一般の正社員」55.7％が最も多く、以下「臨時雇用者」17.9％、「有給役員」11.2％、「個人業主」8.4％となっている。性別では、「臨時雇用者」の割合に男女間で大きな差がある。
【業種別】

業種別にみると、雇用形態の違いが顕著となっている。建設業、製造業、情報通信業、運輸業、郵便業、サービス業では「一般の正社員」の割合が6割以上と高く、卸売業、小売業、宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業では、「臨時雇用者」の割合が2割以上と比較的高くなっている。また、不動産業、物品賃貸業では、「個人業主」の割合が32.0％と高くなっている。
[image: image40.emf]

増

加

し

た

  

  

  

  

  

  

  

ほ

と

ん

ど

変

わ

っ

て

い

な

い

減

少

し

た

  

  

  

  

  

  

  

　

無

回

答

  

  

  

  

  

  

  

件数

34.2 29.8 34.2 389


[image: image41.emf]

影

響

し

て

い

る

  

  

  

  

や

や

影

響

し

て

い

る

  

  

あ

ま

り

影

響

し

て

い

な

い

影

響

し

て

い

な

い

  

  

  

　

無

回

答

  

  

  

  

  

  

                              

                              

建設業                        

                              

製造業                        

                              

情報通信業                    

                              

運輸業、郵便業                

                              

卸売業、小売業                

                              

不動産業、物品賃貸業          

                              

学術研究、専門・技術サービス業

                              

宿泊業、飲食サービス業        

                              

生活関連サービス業、娯楽業    

                              

サービス業                    

                              

件数

26.0 19.0 23.0 18.0 14.0 100

32.3 8.7 15.0 23.6 20.5 127

100.0   2

45.5 9.1 9.1 27.3 9.1  11

16.5 8.5 13.8 29.9 31.3 224

5.5 9.1 41.8 40.0  55

16.1 12.9 41.9 25.8  31

30.4 7.1 14.3 25.0 23.2  56

6.3 6.3 25.0 43.8 18.8  16

20.7 11.9 11.1 29.6 26.7 135


[image: image42.emf]

増

加

し

た

  

  

  

  

  

  

  

ほ

と

ん

ど

変

わ

っ

て

い

な

い

減

少

し

た

  

  

  

  

  

  

  

　

無

回

答

  

  

  

  

  

  

  

                              

                              

１～５人                      

                              

６～２０人                    

                              

２１～３０人                  

                              

３１～５０人                  

                              

５１～１００人                

                              

１０１人以上                  

                              

件数

27.4 29.9 40.1 197

43.2 28.8 26.6 139

47.4 42.1 10.5  19

33.3 16.7 50.0  12

33.3 22.2 44.4   9

33.3 66.7   3


（４）事業開始年次
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2 2      -      - 1      -      -

100.0 100.0      -      - 50.0      -      -

11 6 2      - 4      - 1

100.0 54.5 18.2      - 36.4      - 9.1

224 202 25 7 6 3 13

100.0 90.2 11.2 3.1 2.7 1.3 5.8

55 46 4 1      -      - 6

100.0 83.6 7.3 1.8      -      - 10.9

31 28 4      - 1      - 2

100.0 90.3 12.9      - 3.2      - 6.5

56 49 2      -      -      - 6

100.0 87.5 3.6      -      -      - 10.7

16 14 3      -      -      - 1

100.0 87.5 18.8      -      -      - 6.3

135 122 9 2 1      - 10
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生活関連サービス業、娯楽業

サービス業

 

業

種

別

建設業

製造業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業


調査対象企業（事業所）の事業開始年次は、「平成以降～」30.3％、「昭和41～63年」38.7％と、比較的新しい昭和40年代以降で約7割（69.0％）を占めている。なお、「明治」「大正」と歴史の古い企業（事業所）もわずかながら（明治：1.7％、大正：1.7％）回答にあがっている。
【業種別】

業種別にみると、製造業、卸売業、小売業で歴史の古い企業（事業所）の割合が比較的高くなっている。一方で、不動産業、物品賃貸業、学術研究、専門・技術サービス業、宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業などで「平成以降～」の割合が高くなっている。
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6 3      -      - 1 1      - 7 4

6.0 3.0      -      - 1.0 1.0      - 7.0 4.0

5 4 15 11 4 2 1 9 4

3.9 3.1 11.8 8.7 3.1 1.6 0.8 7.1 3.1

     -      -      -      -      -      -      -      -      -

     -      -      -      -      -      -      -      -      -

     -      -      -      -      -      -      -      - 1

     -      -      -      -      -      -      -      - 9.1

12 8 4 3 3 9 3 10 6

5.4 3.6 1.8 1.3 1.3 4.0 1.3 4.5 2.7

1 3      -      -      -      -      - 18 8

1.8 5.5      -      -      -      -      - 32.7 14.5

     - 1      - 1 1 1      - 5      -

     - 3.2      - 3.2 3.2 3.2      - 16.1      -

     - 1      - 3 3      -      - 4 4

     - 1.8      - 5.4 5.4      -      - 7.1 7.1

     -      -      -      -      -      -      - 4 1

     -      -      -      -      -      -      - 25.0 6.3

5 6 1 1 2      -      - 10 6

3.7 4.4 0.7 0.7 1.5      -      - 7.4 4.4
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別

建設業

製造業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

サービス業

 

業

種

別

建設業

製造業

情報通信業

運輸業、郵便業
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学術研究、専門・技術サービス業
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生活関連サービス業、娯楽業

サービス業
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70.3 5.5 22.3  757

65.1 30.3  757

53.0 44.5  757
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9 9      -      -      -      - 26 15 11      -      -      -
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サービス業

 

業

種

別

建設業

製造業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

サービス業


[image: image57.emf] 

 

全

 

 

体

顧

客

の

動

向

や

顧

客

ニ

ー

ズ

経

営

者

個

人

の

創

意

工

夫

や

ア

イ

デ

ア

消

費

者

の

動

向

や

消

費

者

ニ

ー

ズ

従

業

員

の

創

意

工

夫

や

ア

イ

デ

ア

異

業

種

他

社

と

の

交

流

同

業

種

他

社

と

の

交

流

国

の

政

策

や

制

度

自

社

の

技

術

シ

ー

ズ

競

合

他

社

や

業

界

団

体

の

動

向

原

材

料

・

部

品

等

の

仕

入

先

の

動

向

産

業

構

造

や

社

会

構

造

の

変

化

大

学

や

研

究

機

関

の

技

術

シ

ー

ズ

学

会

や

論

文

、

セ

ミ

ナ

ー

や

講

演

そ

の

他

　

無

回

答

17 8 7 8 11 7 5 4 1 4 1 2      - 1      -      -

100.0 47.1 41.2 47.1 64.7 41.2 29.4 23.5 5.9 23.5 5.9 11.8      - 5.9      -      -

26 18 16 9 9 4 3 6 8 5 4 7 4 1      -      -

100.0 69.2 61.5 34.6 34.6 15.4 11.5 23.1 30.8 19.2 15.4 26.9 15.4 3.8      -      -

1 1 1      -      -      -      -      - 1 1      -      -      -      -      -      -

100.0 100.0 100.0      -      -      -      -      - 100.0 100.0      -      -      -      -      -      -

2 1      -      -      -      - 2      -      -      - 1      -      -      -      -      -

100.0 50.0      -      -      -      - 100.0      -      -      - 50.0      -      -      -      -      -

40 27 23 24 9 12 7 10 5 8 5 1      -      -      -      -

100.0 67.5 57.5 60.0 22.5 30.0 17.5 25.0 12.5 20.0 12.5 2.5      -      -      -      -

2 2 1 1      -      -      - 1      -      -      -      -      -      -      -      -

100.0 100.0 50.0 50.0      -      -      - 50.0      -      -      -      -      -      -      -      -

7 4 3 4 3 1 3      -      -      -      -      -      -      -      -      -

100.0 57.1 42.9 57.1 42.9 14.3 42.9      -      -      -      -      -      -      -      -      -

11 8 7 7 3 2 1      - 2 1 2      -      -      -      -      -

100.0 72.7 63.6 63.6 27.3 18.2 9.1      - 18.2 9.1 18.2      -      -      -      -      -

3 2 1 2      - 2      - 1      -      -      -      -      -      -      - 1

100.0 66.7 33.3 66.7      - 66.7      - 33.3      -      -      -      -      -      -      - 33.3

31 25 15 12 9 4 4 3 7 3 2 4 1 1      -      -

100.0 80.6 48.4 38.7 29.0 12.9 12.9 9.7 22.6 9.7 6.5 12.9 3.2 3.2      -      -

 

業

種

別

建設業

製造業

情報通信業

運輸業、郵便業
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不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業
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生活関連サービス業、娯楽業

サービス業
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18.2 63.6 9.1 9.1  11

16.7 50.0 33.3   6
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17 4 6 5      - 3 4 1 1 4 1      - 3      - 1      - 2      -

100.0 23.5 35.3 29.4      - 17.6 23.5 5.9 5.9 23.5 5.9      - 17.6      - 5.9      - 11.8      -

26 6 7 5 12 3 3 5 2 3 3 3 1      - 1 2 7 1
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学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業
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68 52 11 3      - 1 1 68 23 38 4 2      - 1

100.0 76.5 16.2 4.4      - 1.5 1.5 100.0 33.8 55.9 5.9 2.9      - 1.5

 

 

全

 

 

体

０

人

１

～

２

人

３

～

５

人

６

～

９

人

１

０

人

以

上

　

無

回

答

 

 

全

 

 

体

０

人

１

～

２

人

３

～

５

人

６

～

９

人

１

０

人

以

上

　

無

回

答

68 17 42 6      - 2 1 68 49 16      - 2      - 1

100.0 25.0 61.8 8.8      - 2.9 1.5 100.0 72.1 23.5      - 2.9      - 1.5

新卒 既卒

市内 市外

新卒・既卒別

市内・市外別

 

 


[image: image67.emf]

採

用

あ

り

  

採

用

な

し

  

　

無

回

答

  

                              

                              

１～５人                      

                              

６～２０人                    

                              

２１～３０人                  

                              

３１～５０人                  

                              

５１～１００人                

                              

１０１人以上                  

                              

件数

80.8 16.8 495

18.6 70.1 11.3 177

36.0 44.0 20.0  25

33.3 66.7  15

45.5 45.5 9.1  11

66.7 33.3   6

[image: image68.emf]

採

用

予

定

あ

り

採

用

予

定

な

し

　

無

回

答

  

  

件数

6.7 77.7 15.6 757

[image: image69.emf] 

 

全

 

 

体

正

社

員

を

増

や

し

た

賃

金

の

削

減

を

行

っ

た

正

社

員

を

減

ら

し

た

賃

金

の

増

額

を

行

っ

た

労

働

時

間

の

短

縮

を

行

っ

た

高

齢

者

の

再

雇

用

を

進

め

た

非

正

規

労

働

者

を

増

や

し

た

中

高

年

従

業

員

を

増

や

し

た

福

利

厚

生

の

縮

小

を

行

っ

た

定

年

を

延

長

し

た

新

規

採

用

を

増

や

し

た

新

規

採

用

を

停

止

、

縮

小

し

た

福

利

厚

生

の

拡

充

を

行

っ

た

非

正

規

労

働

者

を

減

ら

し

た

フ

レ

ッ

ク

ス

タ

イ

ム

や

変

形

労

働

時

間

、

労

働

時

間

の

柔

軟

な

制

度

の

導

入

女

性

従

業

員

の

再

雇

用

を

進

め

た

昇

任

・

昇

級

停

止

や

成

果

主

義

の

導

入

、

人

事

や

賃

金

体

系

の

見

直

し

100 19 13 12 7 6 6 4 4 6 7 8 5 4 1 1      - 3

100.0 19.0 13.0 12.0 7.0 6.0 6.0 4.0 4.0 6.0 7.0 8.0 5.0 4.0 1.0 1.0      - 3.0

127 13 10 6 6 9 8 8 6 5 9 4 4 2 4 6 3 1

100.0 10.2 7.9 4.7 4.7 7.1 6.3 6.3 4.7 3.9 7.1 3.1 3.1 1.6 3.1 4.7 2.4 0.8

2      -      -      -      -      -      - 1      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

100.0      -      -      -      -      -      - 50.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

11 3 3 1 1      - 2      - 2 1 1      -      - 1 1      -      -      -

100.0 27.3 27.3 9.1 9.1      - 18.2      - 18.2 9.1 9.1      -      - 9.1 9.1      -      -      -

224 14 11 12 13 8 9 8 9 5 2 4 6 5 5 4 6 5

100.0 6.3 4.9 5.4 5.8 3.6 4.0 3.6 4.0 2.2 0.9 1.8 2.7 2.2 2.2 1.8 2.7 2.2

55 1      -      - 1      -      -      - 1      -      -      -      -      -      -      -      -      -

100.0 1.8      -      - 1.8      -      -      - 1.8      -      -      -      -      -      -      -      -      -

31 2 1 3 1 2 1 1      -      -      - 1 1 1 1      -      -      -

100.0 6.5 3.2 9.7 3.2 6.5 3.2 3.2      -      -      - 3.2 3.2 3.2 3.2      -      -      -

56      - 3 4 4 4 1 3      - 2 1      - 1      - 2      - 1      -

100.0      - 5.4 7.1 7.1 7.1 1.8 5.4      - 3.6 1.8      - 1.8      - 3.6      - 1.8      -

16 1      -      - 1      - 1 1      -      - 1      -      -      -      -      -      -      -

100.0 6.3      -      - 6.3      - 6.3 6.3      -      - 6.3      -      -      -      -      -      -      -

135 11 5 4 6 6 4 3 4 6 1 4 3 2      - 2 2 2

100.0 8.1 3.7 3.0 4.4 4.4 3.0 2.2 3.0 4.4 0.7 3.0 2.2 1.5      - 1.5 1.5 1.5

非

正

規

労

働

者

か

ら

正

社

員

へ

の

登

用

を

進

め

た 中

高

年

従

業

員

を

減

ら

し

た

ア

ウ

ト

ソ

ー

シ

ン

グ

（

外

部

委

託

）

を

減

ら

し

た

女

性

従

業

員

の

登

用

を

進

め

た

ア

ウ

ト

ソ

ー

シ

ン

グ

（

外

部

委

託

）

を

増

や

し

た

労

働

時

間

の

延

長

を

行

っ

た

障

が

い

者

の

雇

用

を

増

や

し

た

女

性

従

業

員

の

再

雇

用

を

縮

小

し

た

高

齢

者

の

再

雇

用

を

縮

小

し

た

女

性

従

業

員

の

登

用

を

縮

小

し

た

裁

量

労

働

制

を

導

入

し

た 非

正

規

労

働

者

か

ら

正

社

員

へ

の

登

用

を

縮

小

し

た

定

年

の

年

齢

を

下

げ

た

そ

の

他

障

が

い

者

の

雇

用

を

減

ら

し

た

特

に

何

も

し

て

い

な

い

　

無

回

答

     - 4 4 1 2      - 1 1      - 1      -      - 1      -      - 40 8

     - 4.0 4.0 1.0 2.0      - 1.0 1.0      - 1.0      -      - 1.0      -      - 40.0 8.0

     - 2 4      - 2      -      - 1 1      - 1      -      -      -      - 68 10

     - 1.6 3.1      - 1.6      -      - 0.8 0.8      - 0.8      -      -      -      - 53.5 7.9

     -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 1      -

     -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 50.0      -

1 1      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 4      -

9.1 9.1      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 36.4      -

4 1 1 3      - 2 1 1 1      -      -      -      -      -      - 131 34

1.8 0.4 0.4 1.3      - 0.9 0.4 0.4 0.4      -      -      -      -      -      - 58.5 15.2

     -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 1      - 36 16

     -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 1.8      - 65.5 29.1

1      -      -      - 1      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 19 2

3.2      -      -      - 3.2      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 61.3 6.5

1      -      -      -      - 3      -      -      - 1      -      -      -      -      - 32 12

1.8      -      -      -      - 5.4      -      -      - 1.8      -      -      -      -      - 57.1 21.4

     -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 12 1

     -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      - 75.0 6.3

2 1      - 2 1      - 1      -      -      -      - 1      -      -      - 73 27

1.5 0.7      - 1.5 0.7      - 0.7      -      -      -      - 0.7      -      -      - 54.1 20.0

 

業

種

別

建設業

製造業

生活関連サービス業、娯楽業

サービス業

卸売業、小売業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

宿泊業、飲食サービス業

 

業

種

別

建設業

製造業

情報通信業

運輸業、郵便業

サービス業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

[image: image70.emf]

採

用

予

定

あ

り

採

用

予

定

な

し

　

無

回

答

  

  

                              

                              

１～５人                      

                              

６～２０人                    

                              

２１～３０人                  

                              

３１～５０人                  

                              

５１～１００人                

                              

１０１人以上                  

                              

件数

80.8 16.4 495

12.4 77.4 10.2 177

20.0 64.0 16.0  25

13.3 86.7  15

45.5 36.4 18.2  11

50.0 33.3 16.7   6


（５）前期の売上高
[image: image71.emf] 

 

全

 

 

体

正

社

員

を

増

や

す

新

規

採

用

を

増

や

す

非

正

規

労

働

者

を

増

や

す 正

社

員

を

減

ら

す

高

齢

者

の

再

雇

用

を

進

め

る

中

高

年

従

業

員

を

増

や

す 女

性

従

業

員

の

登

用

を

進

め

る

そ

の

他

新

規

採

用

を

減

ら

す

女

性

従

業

員

の

再

雇

用

を

進

め

る

非

正

規

労

働

者

か

ら

正

社

員

へ

の

登

用

を

進

め

る 中

高

年

従

業

員

を

減

ら

す 障

が

い

者

の

雇

用

を

増

や

す

非

正

規

労

働

者

を

減

ら

す 高

齢

者

の

再

雇

用

を

行

わ

な

い

非

正

規

労

働

者

か

ら

正

社

員

へ

の

登

用

を

行

わ

な

い

100 17 10 4 2 5 2 1 1 2      - 1 2      - 1 2      -

100.0 17.0 10.0 4.0 2.0 5.0 2.0 1.0 1.0 2.0      - 1.0 2.0      - 1.0 2.0      -

127 4 6 4 4 2 1 2 2 2 2      - 1 1      -      -      -

100.0 3.1 4.7 3.1 3.1 1.6 0.8 1.6 1.6 1.6 1.6      - 0.8 0.8      -      -      -

2      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

100.0      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

11 1      -      -      -      - 1      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

100.0 9.1      -      -      -      - 9.1      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

224 17 7 9 4 4 4 2 3      - 2 2      - 2 1      -      -

100.0 7.6 3.1 4.0 1.8 1.8 1.8 0.9 1.3      - 0.9 0.9      - 0.9 0.4      -      -

55 1      -      -      -      -      -      - 1      -      -      -      -      -      -      -      -

100.0 1.8      -      -      -      -      -      - 1.8      -      -      -      -      -      -      -      -

31 3 1      -      - 1      - 2      -      - 1      -      -      -      -      -      -

100.0 9.7 3.2      -      - 3.2      - 6.5      -      - 3.2      -      -      -      -      -      -

56 1 3      -      - 1 1 2      -      -      -      -      -      -      -      -      -

100.0 1.8 5.4      -      - 1.8 1.8 3.6      -      -      -      -      -      -      -      -      -

16 2 2      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

100.0 12.5 12.5      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -      -

135 5 5 1 5 1 2      - 1 3 1 2 2 1      -      - 2

100.0 3.7 3.7 0.7 3.7 0.7 1.5      - 0.7 2.2 0.7 1.5 1.5 0.7      -      - 1.5

女

性

従

業

員

の

登

用

を

行

わ

な

い

障

が

い

者

の

雇

用

を

減

ら

す

女

性

従

業

員

の

再

雇

用

を

行

わ

な

い

特

に

な

し

　

無

回

答

     -      -      - 61 8

     -      -      - 61.0 8.0

1      -      - 86 16

0.8      -      - 67.7 12.6

     -      -      - 2      -

     -      -      - 100.0      -

     -      -      - 9 1

     -      -      - 81.8 9.1

     -      -      - 148 39

     -      -      - 66.1 17.4

     -      -      - 36 17

     -      -      - 65.5 30.9

     -      -      - 25 1

     -      -      - 80.6 3.2

     -      -      - 38 15

     -      -      - 67.9 26.8

     -      -      - 14      -

     -      -      - 87.5      -

1      -      - 88 25

0.7      -      - 65.2 18.5



宿泊業、飲食サービス業

卸売業、小売業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

サービス業

 

業

種

別

建設業

製造業

情報通信業

運輸業、郵便業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

サービス業

業

種

別

建設業

製造業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業


[image: image72.emf] 

 

全

 

 

体

資

金

調

達

の

円

滑

化

人

材

育

成

へ

の

支

援

新

分

野

へ

の

進

出

支

援

支

援

施

策

等

の

情

報

発

信

強

化

専

門

家

に

よ

る

経

営

相

談

の

充

実

販

路

開

拓

・

マ

ー

ケ

テ

ィ

ン

グ

支

援

技

術

開

発

支

援

企

業

間

連

携

・

異

業

種

交

流

の

促

進

技

術

・

経

営

等

の

セ

ミ

ナ

ー

新

製

品

・

新

サ

ー

ビ

ス

創

出

の

推

進

創

業

・

ベ

ン

チ

ャ

ー

企

業

支

援

外

部

人

材

の

活

用

支

援

産

学

官

連

携

の

促

進

知

的

財

産

権

の

保

護

活

用 就

職

面

接

会

等

の

充

実

海

外

進

出

支

援

100 35 19 9 9 6 2 5 7 7 1 1 6 1 2 2      -

100.0 35.0 19.0 9.0 9.0 6.0 2.0 5.0 7.0 7.0 1.0 1.0 6.0 1.0 2.0 2.0      -

127 27 17 13 11 4 11 17 11 8 9 5 4 6 2 3 5

100.0 21.3 13.4 10.2 8.7 3.1 8.7 13.4 8.7 6.3 7.1 3.9 3.1 4.7 1.6 2.4 3.9

2 1 1 1      -      - 1 1 1      - 1      -      -      - 1      -      -

100.0 50.0 50.0 50.0      -      - 50.0 50.0 50.0      - 50.0      -      -      - 50.0      -      -

11 5 3 2 1 2 1 2 2      -      -      -      - 1 1 1      -

100.0 45.5 27.3 18.2 9.1 18.2 9.1 18.2 18.2      -      -      -      - 9.1 9.1 9.1      -

224 35 23 22 16 14 16 9 10 11 14 13 4 5 6 2 2

100.0 15.6 10.3 9.8 7.1 6.3 7.1 4.0 4.5 4.9 6.3 5.8 1.8 2.2 2.7 0.9 0.9

55 5 5 2 1 3      -      - 1      - 2      -      -      -      - 2      -

100.0 9.1 9.1 3.6 1.8 5.5      -      - 1.8      - 3.6      -      -      -      - 3.6      -

31 2 7 4 1 3 1 3 3 3      - 1 2 1      - 1      -

100.0 6.5 22.6 12.9 3.2 9.7 3.2 9.7 9.7 9.7      - 3.2 6.5 3.2      - 3.2      -

56 10 3 1 2 5 6      - 1 3 2 3      - 1 1 1      -

100.0 17.9 5.4 1.8 3.6 8.9 10.7      - 1.8 5.4 3.6 5.4      - 1.8 1.8 1.8      -

16 3      - 1 1      -      - 1      -      -      - 1      -      -      -      -      -

100.0 18.8      - 6.3 6.3      -      - 6.3      -      -      - 6.3      -      -      -      -      -

135 29 9 10 8 9 7 6 7 9 6 3 1 2 3 4 2

100.0 21.5 6.7 7.4 5.9 6.7 5.2 4.4 5.2 6.7 4.4 2.2 0.7 1.5 2.2 3.0 1.5

そ

の

他

特

に

な

い

　

無

回

答

2 36 12

2.0 36.0 12.0

2 43 22

1.6 33.9 17.3

     -      -      -

     -      -      -

     - 2 2

     - 18.2 18.2

1 91 49

0.4 40.6 21.9

     - 25 17

     - 45.5 30.9

1 14 3

3.2 45.2 9.7

     - 25 15

     - 44.6 26.8

     - 9 2

     - 56.3 12.5

     - 57 36

     - 42.2 26.7

 

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

不動産業、物品賃貸業

業

種

別

建設業

製造業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

不動産業、物品賃貸業

学術研究、専門・技術サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

サービス業

サービス業



業

種

別

建設業

製造業

情報通信業

運輸業、郵便業

卸売業、小売業

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業


[image: image73.emf]【建設業】

個

人

業

主

無

給

の

家

族

従

業

員

有

給

役

員

一

般

の

正

社

員

臨

時

雇

用

者

派

遣

社

員

そ

の

他

総

　

計

う

ち

外

国

人

従

業

員

41 8 110 424 27 2 35 647 10

6.3 1.2 17.0 65.5 4.2 0.3 5.4 100.0 1.5

3 10 51 59 15 1 0 139 1

2.2 7.2 36.7 42.4 10.8 0.7 0.0 100.0 0.7

44 18 161 483 42 3 35 786 11

5.6 2.3 20.5 61.5 5.3 0.4 4.5 100.0 1.4

【製造業】

個

人

業

主

無

給

の

家

族

従

業

員

有

給

役

員

一

般

の

正

社

員

臨

時

雇

用

者

派

遣

社

員

そ

の

他

総

　

計

う

ち

外

国

人

従

業

員

55 10 88 442 42 2 14 653 13

8.4 1.5 13.5 67.7 6.4 0.3 2.1 100.0 2.0

18 20 53 370 166 8 46 681 59

2.6 2.9 7.8 54.3 24.4 1.2 6.8 100.0 8.7

73 30 141 812 208 10 60 1,334 72

5.5 2.2 10.6 60.9 15.6 0.7 4.5 100.0 5.4

男性

女性

計

男性

 

女性

計

 


[image: image74.emf]【情報通信業】

個

人

業

主

無

給

の

家

族

従

業

員

有

給

役

員

一

般

の

正

社

員

臨

時

雇

用

者

派

遣

社

員

そ

の

他

総

　

計

う

ち

外

国

人

従

業

員

0 0 3 13 0 0 0 16 0

0.0 0.0 18.8 81.3 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

0 0 3 16 3 0 0 22 0

0.0 0.0 13.6 72.7 13.6 0.0 0.0 100.0 0.0

0 0 6 29 3 0 0 38 0

0.0 0.0 15.8 76.3 7.9 0.0 0.0 100.0 0.0

【運輸業、郵便業】

個

人

業

主

無

給

の

家

族

従

業

員

有

給

役

員

一

般

の

正

社

員

臨

時

雇

用

者

派

遣

社

員

そ

の

他

総

　

計

う

ち

外

国

人

従

業

員

1 0 15 256 48 0 56 376 0

0.3 0.0 4.0 68.1 12.8 0.0 14.9 100.0 0.0

1 1 6 23 8 0 5 44 0

2.3 2.3 13.6 52.3 18.2 0.0 11.4 100.0 0.0

2 1 21 279 56 0 61 420 0

0.5 0.2 5.0 66.4 13.3 0.0 14.5 100.0 0.0

【卸売業、小売業】

個

人

業

主

無

給

の

家

族

従

業

員

有

給

役

員

一

般

の

正

社

員

臨

時

雇

用

者

派

遣

社

員

そ

の

他

総

　

計

う

ち

外

国

人

従

業

員

111 17 120 474 117 1 7 847 0

13.1 2.0 14.2 56.0 13.8 0.1 0.8 100.0 0.0

38 37 71 342 240 1 25 754 11

5.0 4.9 9.4 45.4 31.8 0.1 3.3 100.0 1.5

149 54 191 816 357 2 32 1,601 11

9.3 3.4 11.9 51.0 22.3 0.1 2.0 100.0 0.7

【不動産業、物品賃貸業】

個

人

業

主

無

給

の

家

族

従

業

員

有

給

役

員

一

般

の

正

社

員

臨

時

雇

用

者

派

遣

社

員

そ

の

他

総

　

計

う

ち

外

国

人

従

業

員

24 1 17 19 3 0 0 64 0

37.5 1.6 26.6 29.7 4.7 0.0 0.0 100.0 0.0

15 11 13 15 3 0 1 58 0

25.9 19.0 22.4 25.9 5.2 0.0 1.7 100.0 0.0

39 12 30 34 6 0 1 122 0

32.0 9.8 24.6 27.9 4.9 0.0 0.8 100.0 0.0

男性

女性

男性

女性

計

男性

 

女性

計

 

 

 

計

男性

女性

計

[image: image75.emf]【学術研究、専門・技術サービス業】

個

人

業

主

無

給

の

家

族

従

業

員

有

給

役

員

一

般

の

正

社

員

臨

時

雇

用

者

派

遣

社

員

そ

の

他

総

　

計

う

ち

外

国

人

従

業

員

19 0 12 25 1 0 3 60 0

31.7 0.0 20.0 41.7 1.7 0.0 5.0 100.0 0.0

9 2 2 29 3 0 1 46 0

19.6 4.3 4.3 63.0 6.5 0.0 2.2 100.0 0.0

28 2 14 54 4 0 4 106 0

26.4 1.9 13.2 50.9 3.8 0.0 3.8 100.0 0.0

【宿泊業、飲食サービス業】

個

人

業

主

無

給

の

家

族

従

業

員

有

給

役

員

一

般

の

正

社

員

臨

時

雇

用

者

派

遣

社

員

そ

の

他

総

　

計

う

ち

外

国

人

従

業

員

34 5 7 32 20 0 24 122 0

27.9 4.1 5.7 26.2 16.4 0.0 19.7 100.0 0.0

11 18 7 21 106 0 0 163 0

6.7 11.0 4.3 12.9 65.0 0.0 0.0 100.0 0.0

45 23 14 53 126 0 24 285 0

15.8 8.1 4.9 18.6 44.2 0.0 8.4 100.0 0.0

【生活関連サービス業、娯楽業】

個

人

業

主

無

給

の

家

族

従

業

員

有

給

役

員

一

般

の

正

社

員

臨

時

雇

用

者

派

遣

社

員

そ

の

他

総

　

計

う

ち

外

国

人

従

業

員

9 0 3 12 0 0 0 24 0

37.5 0.0 12.5 50.0 0.0 0.0 0.0 100.0 0.0

4 1 3 6 75 0 0 89 0

4.5 1.1 3.4 6.7 84.3 0.0 0.0 100.0 0.0

13 1 6 18 75 0 0 113 0

11.5 0.9 5.3 15.9 66.4 0.0 0.0 100.0 0.0

【サービス業】

個

人

業

主

無

給

の

家

族

従

業

員

有

給

役

員

一

般

の

正

社

員

臨

時

雇

用

者

派

遣

社

員

そ

の

他

総

　

計

う

ち

外

国

人

従

業

員

59 5 63 551 43 1 2 724 0

8.1 0.7 8.7 76.1 5.9 0.1 0.3 100.0 0.0

48 19 23 202 149 3 8 452 0

10.6 4.2 5.1 44.7 33.0 0.7 1.8 100.0 0.0

107 24 86 753 192 4 10 1,176 0

9.1 2.0 7.3 64.0 16.3 0.3 0.9 100.0 0.0

男性

女性

女性

計

計

男性

女性

計

男性

女性

計

男性
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無

回

答

127 60 3 2 1 2 59

100.0 47.2 2.4 1.6 0.8 1.6 46.5

127 43 3 7 4 11 59

100.0 33.9 2.4 5.5 3.1 8.7 46.5

127 38 9 9 1 11 59

100.0 29.9 7.1 7.1 0.8 8.7 46.5

127 39 4 6 5 14 59

100.0 30.7 3.1 4.7 3.9 11.0 46.5

127 68      -      -      -      - 59

100.0 53.5      -      -      -      - 46.5

取引先が海外企業

取引先が水島コンビナート内の企業

取引先が水島コンビナート内以外の市内

企業

取引先が倉敷市以外の県内企業

取引先が県外企業
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あ

る

（

直

接

的

）

あ

る

（

間

接

的

）

な

い

  

  

  

  

  

　

無

回

答

  

  

  

件数

6.6 11.5 77.0 4.9 757


調査対象企業（事業所）の前期の売上高にはバラツキがあり、「300万円未満」13.7％、「300万円～500万円未満」6.1％、「500万円～1000万円未満」8.6％、「1000万円～3000万円未満」12.2％、「3000万円～5000万円未満」6.2％、「5000万円～1億円未満」8.2％、「1億円～3億円未満」9.4％、「3億円～10億円未満」4.5％となっている。
【従業者規模別】

従業者規模別にみると、従業者規模が大きいほど売上高も増加する傾向にある。従業者総数1～5人の企業（事業所）では「300万円未満」の割合が19.0％と高くなっている。
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増

加

  

  

  

  

  

  

  

ほ

と

ん

ど

変

わ

ら

な

い

減

少

  

  

  

  

  

  

  

　

無

回

答

  

  

  

  

  

                              

                              

減少                          

                              

変化なし                      

                              

増加                          

                              

件数

72.3 6.3 20.6 573

76.8 19.2  99

12.7 61.8 5.5 20.0  55
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増

え

る

（

増

や

す

）

と

思

う

ほ

と

ん

ど

変

わ

ら

な

い

  

  

減

る

（

減

ら

す

）

と

思

う

  

　

無

回

答

  

  

  

  

  

  

  

                              

                              

減少                          

                              

変化なし                      

                              

増加                          

                              

件数

75.4 17.6 573

5.1 72.7 20.2  99

7.3 69.1 21.8  55
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採

用

あ

り

  

採

用

な

し

  

　

無

回

答

  

                              

                              

減少                          

                              

変化なし                      

                              

増加                          

                              

件数

7.2 78.2 14.7 573

7.1 77.8 15.2  99

29.1 61.8 9.1  55

[image: image81.emf]

採

用

予

定

あ

り

採

用

予

定

な

し

　

無

回

答

  

  

                              

                              

減少                          

                              

変化なし                      

                              

増加                          

                              

件数

5.2 81.2 13.6 573

6.1 79.8 14.1  99

23.6 58.2 18.2  55

[image: image82.emf]

件数=757

売上の停滞・減少          

同業者間の競争の激化      

利幅の縮小                

後継者不足                

原材料高                  

求人難（人材不足）        

地場産業の衰退            

人件費以外の経費の増加    

販売納入先からの値下げ要請

大手企業との競争の激化    

返済難                    

仕入先からの値上げ要請    

人件費の増加              

借入難                    

工場・機械の狭小・老朽化  

大手企業・工場の縮小・撤退

代金回収の悪化            

その他                    

輸入製品との競争の激化    

生産能力の不足            

合理化の不足              

在庫の増加・過剰          

為替レートの変動          

特にない                  

　無回答                  

0 20 40 60 80

69.6

30.3

20.5

13.3

13.3

10.3

9.8

9.6

8.9

8.5
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3.4
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2.5

1.8

1.7

0.5

8.9

4.5
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件数=757

販路拡大・開拓                

                              

人材育成・確保                

                              

原材料・商品等仕入価格の低減  

                              

新技術・新製品・新サービスの開

発                            

人件費削減                    

                              

財務内容の改善                

                              

製造工程改善・業務効率化等によ

るコストダウン                

広告宣伝の強化                

                              

新分野進出                    

                              

生産効率の向上                

                              

販売価格の引き上げ            

                              

外注先の整理・変更            

                              

その他                        

                              

不採算部門の見直し            

                              

設備投資の抑制                

                              

操業時間の見直し              

                              

業務提携                      

                              

設備投資の拡大                

                              

生産拡大                      

                              

組織の統廃合                  

                              

生産抑制                      

                              

特にない                      

                              

　無回答                      

                              

0 10 20 30

20.6

18.6

17.7

13.5

11.9

10.0

9.0

8.6

8.5

8.1

7.1

4.4

4.0

3.4

2.9

2.6

2.4

2.2

2.0

1.2

0.5

23.5

11.6
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件数=140

顧客の動向や顧客ニーズ        

経営者個人の創意工夫やアイデア

消費者の動向や消費者ニーズ    

従業員の創意工夫やアイデア    

異業種他社との交流            

同業種他社との交流            

国の政策や制度                

自社の技術シーズ              

競合他社や業界団体の動向      

原材料・部品等の仕入先の動向  

産業構造や社会構造の変化      

大学や研究機関の技術シーズ    

学会や論文、セミナーや講演    

その他                        

　無回答                      

0 20 40 60 80

68.6

52.9

47.9

31.4

22.9

17.9

17.9

17.1

15.7

10.7

10.0

3.6

2.1

0.7
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件数=140

仕入先                  

異業種他社              

同業種他社              

販売先                  

その他専門サービス業    

行政または行政の支援機関

大学や研究機関          

広告会社                

外注先                  

商社                    

デザイン会社            

コンサルタント          

その他                  

弁護士、弁理士          

物流会社                

特にない                

　無回答                

0 10 20 30 40

39.3

22.9

22.1

19.3

12.1

9.3

6.4

6.4

5.7

5.7

5.0

5.0

2.9

2.1

2.1

15.0

7.9
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件数=757

正社員を増やした                                            

賃金の削減を行った                                          

正社員を減らした                                            

賃金の増額を行った                                          

労働時間の短縮を行った                                      

高齢者の再雇用を進めた                                      

非正規労働者を増やした                                      

中高年従業員を増やした                                      

福利厚生の縮小を行った                                      

定年を延長した                                              

新規採用を増やした                                          

新規採用を停止、縮小した                                    

福利厚生の拡充を行った                                      

非正規労働者を減らした                                      

フレックスタイムや変形労働時間、労働時間の柔軟な制度の導入  

女性従業員の再雇用を進めた                                  

昇任・昇級停止や成果主義の導入、人事や賃金体系の見直し      

非正規労働者から正社員への登用を進めた                      

中高年従業員を減らした                                      

アウトソーシング（外部委託）を減らした                      

女性従業員の登用を進めた                                    

アウトソーシング（外部委託）を増やした                      

労働時間の延長を行った                                      

障がい者の雇用を増やした                                    

女性従業員の再雇用を縮小した                                

高齢者の再雇用を縮小した                                    

女性従業員の登用を縮小した                                  

裁量労働制を導入した                                        

非正規労働者から正社員への登用を縮小した                    

定年の年齢を下げた                                          

その他                                                      

障がい者の雇用を減らした                                    

特に何もしていない                                          

　無回答                                                    
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件数=757

正社員を増やす                

                              

新規採用を増やす              

                              

非正規労働者を増やす          

                              

正社員を減らす                

                              

高齢者の再雇用を進める        

                              

中高年従業員を増やす          

                              

女性従業員の登用を進める      

                              

その他                        

                              

新規採用を減らす              

                              

女性従業員の再雇用を進める    

                              

非正規労働者から正社員への登用

を進める                      

中高年従業員を減らす          

                              

障がい者の雇用を増やす        

                              

非正規労働者を減らす          

                              

高齢者の再雇用を行わない      

                              

非正規労働者から正社員への登用

を行わない                    

女性従業員の登用を行わない    

                              

障がい者の雇用を減らす        

                              

女性従業員の再雇用を行わない  

                              

特になし                      

                              

　無回答                      
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件数=757

資金調達の円滑化            

人材育成への支援            

新分野への進出支援          

支援施策等の情報発信強化    

専門家による経営相談の充実  

販路開拓・マーケティング支援

技術開発支援                

企業間連携・異業種交流の促進

技術・経営等のセミナー      

新製品・新サービス創出の推進

創業・ベンチャー企業支援    

外部人材の活用支援          

産学官連携の促進            

知的財産権の保護活用        

就職面接会等の充実          

海外進出支援                

その他                      

特にない                    

　無回答                    
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※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

（６）事業所展開



調査対象企業（事業所）の事業所展開は、「市内」88.1％、「県内（倉敷市を除く）」13.1％、「中国・四国（岡山県を除く）」3.6％、「全国（中国・四国を除く）」3.7％、「海外」0.8％となっている。
【業種別】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上段：件数、下段：％
業種別にみると、建設業、製造業などでは県外に事業展開している割合が比較的高くなっている。「海外」に事業展開している企業（事業所）は、建設業、製造業、卸売業、小売業で回答があがっている。
【地区別】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上段：件数、下段：％
地区別にみると、児島地区、水島地区では、県外に事業展開している割合が比較的高くなっている。
（７）主要事業内容







調査対象企業（事業所）の主要事業内容は、「卸売業、小売業」29.6％が最も多く、以下「サービス業」17.8％、「製造業」16.8％、「建設業」13.2％、「宿泊業、飲食サービス業」7.4％、「不動産業、物品賃貸業」7.3％となっている。
【地区別】

地区別にみると、児島地区、真備地区の「製造業」、玉島地区、茶屋町地区の「卸売業、小売業」、真備地区の「サービス業」などが全体の割合と比べて高くなっている。











（８）水島コンビナート企業との取引



調査対象企業（事業所）の中で、水島コンビナート企業との取引が「ある（直接的）」は6.6％、「ある（間接的）」は11.5％で、併せて18.1％が取引を持っている。
【地区別】

地区別にみると、水島地区で取引を持っている割合は直接的、間接的併せて33.1％となっている。






（９）売上高の内訳


製造業の売上高の内訳は、「取引先が水島コンビナート内の企業」より「取引先が水島コンビナート内以外の市内企業」「取引先が倉敷市以外の県内企業」「取引先が県外企業」の割合が高くなっている。
（10）製品の出荷手段



製造業の出荷手段は「陸送」が71.7％、「海上」が0.8％となっている。
２　業績動向と経営方針等

（１）売上高の変化





2年前と比べた売上高は、「10％以上減少」55.9％、「5％以上～10％未満減少」14.8％、「1％以上～5％未満減少」5.0％と、減少が75.7％を占め、増加は7.2％、「ほとんど変化なし」は13.1％となっている。
【業種別】

業種別にみると、運輸業、郵便業、卸売業、小売業、宿泊業、飲食サービス業、サービス業などの減少割合が高くなっている。














【従業者規模別】

従業者規模別にみると、従業者総数30人以下の企業（事業所）では「10％以上減少」の割合が過半数となっている。31人以上の企業（事業所）では、30人以下に比べて減少幅は小さいものの、減少割合は半数前後となっている。








※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

（２）粗利益高の変化




2年前と比べた粗利益高についても売上高と同様の傾向となっており、「10％以上減少」52.4％、「5％以上～10％未満減少」14.7％、「1％以上～5％未満減少」7.5％と、減少が74.6％を占め、増加は6.3％、「ほとんど変化なし」は14.0％となっている。
【業種別】

業種別にみると、宿泊業、飲食サービス業などの減少割合が高くなっている。














【従業者規模別】

従業者規模別にみると、従業者総数30人以下の企業（事業所）では「10％以上減少」の割合が過半数となっている。31人以上の企業（事業所）では、30人以下に比べて減少幅は小さいものの、減少割合は半数前後となっている。







※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

（３）粗利益が増加・減少した要因


粗利益が減少した要因は「不景気、不況」「売上高、受注高減」「仕事量、得意先の減少」「低価格競争、低料金店、大型店進出」などが多くなっている。
（４）事業展開の見通し



今後の展開の見通しは「現状維持」が約6割（60.2％）を占め、「拡大」は4.9％、「縮小」は28.4％となっている。
【従業者規模別】

従業者規模別にみると、従業者規模が大きいほど「拡大」の割合が高く、逆に従業者規模が小さいほど「縮小」の割合が高くなっている。





※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

（５）経営上の問題点



経営上の問題点は、「売上の停滞・減少」が約7割（69.6％）と圧倒的に多くなっている。他には「同業者間の競争の激化」30.3％、「利幅の縮小」20.5％、「後継者不足」13.3％、「原材料高」13.3％、「求人難（人材不足）」10.3％、「地場産業の衰退」9.8％、「人件費以外の経費の増加」9.6％、「販売納入先からの値下げ要請」8.9％、「大手企業との競争の激化」8.5％、「返済難」8.3％などが多くなっている。
【業種別】

業種別にみると、「同業者間の競争の激化」については建設業、運輸業、郵便業、学術研究、専門・技術サービス業、「後継者不足」については生活関連サービス業、娯楽業、「求人難」については建設業、学術研究、専門・技術サービス業、「地場産業の衰退」については製造業、「人件費以外の経費の増加」については運輸業、郵便業、「販売納入先からの値下げ要請」については製造業、運輸業、郵便業、「大手企業との競争の激化」については卸売業、小売業、「人件費の増加」については運輸業、郵便業、学術研究、専門・技術サービス業、「大手企業・工場の縮小・撤退」については運輸業、郵便業、「輸入製品との競争の激化」については製造業などで割合が比較的高くなっている。
上段：件数、下段：％

【従業者規模別】

従業者規模別にみると、従業者総数30人以下の企業（事業所）では「売上の停滞・縮小」「後継者不足」「地場産業の衰退」「大手企業との競争の激化」「代金回収の悪化」「輸入製品との競争の激化」などの割合が31人以上の企業（事業所）と比べて高くなっている。
上段：件数、下段：％

※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

【売上高の変化別】

売上高の変化別にみると、売上高が減少している企業（事業所）では「売上の停滞・減少」の割合が82.0％で、一方、売上高が増加している企業（事業所）では「求人難（人材不足）」「人件費の増加」などの割合が減少している企業（事業所）と比べて高くなっている。
上段：件数、下段：％

※売上高の変化「無回答」があるため、合計は一致しない。

（６）経営上の問題点を解決するために必要な取組



経営上の問題点を解決するために必要な取組は、「販路拡大・開拓」20.6％、「人材育成・確保」18.6％、「原材料・商品等仕入価格の低減」17.7％が約2割と高くなっている。他には「新技術・新製品・新サービスの開発」13.5％、「人件費削減」11.9％、「財務内容の改善」10.0％、「製造工程改善・業務効率化等によるコストダウン」9.0％、「広告宣伝の強化」8.6％、「新分野進出」8.5％、「生産効率の向上」8.1％などが多くなっている。
【業種別】

業種別にみると、「販路拡大・開拓」については製造業、運輸業、郵便業、「人材育成・確保」については建設業、運輸業、郵便業、学術研究、専門・技術サービス業、生活関連サービス業、娯楽業、「原材料・商品等仕入価格の低減」については建設業、「新技術・新製品・新サービスの開発」についてはサービス業、「人件費削減」については運輸業、郵便業、「財務内容の改善」については運輸業、郵便業、「製造工程改善・業務効率化等によるコストダウン」については建設業、製造業、運輸業、郵便業、「広告宣伝の強化」については生活関連サービス業、娯楽業、「新分野進出」については運輸業、郵便業、「生産効率の向上」については製造業、「外注先の整理・変更」については運輸業、郵便業、「不採算部門の見直し」については運輸業、郵便業、「設備投資の抑制」については運輸業、郵便業などで割合が比較的高くなっている。
上段：件数、下段：％

【従業者規模別】

従業者規模別にみると、従業者総数30人以下の企業（事業所）では「原材料・商品等仕入価格の低減」、31人以上の企業（事業所）では「販路拡大・開拓」「新技術・新製品・新サービスの開発」「製造工程改善・業務効率化等によるコストダウン」「不採算部門の見直し」などの割合が比較的高くなっている。
上段：件数、下段：％

※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

【売上高の変化別】

売上高の変化別にみると、ほとんどの項目で売上高が増加している企業（事業所）の方が減少している企業（事業所）より割合が高くなっている。とりわけ「販路拡大・開拓」「人材育成・確保」「原材料・商品等仕入価格の低減」「新技術・新製品・新サービスの開発」「新分野進出」「生産効率の向上」などの項目で差が大きくなっている。
上段：件数、下段：％

※売上高の変化「無回答」があるため、合計は一致しない。

（７）「新技術・新製品・新サービスの開発」「新分野進出」に関するアイデアや発想の源


「新技術・新製品・新サービスの開発」「新分野進出」に関するアイデアや発想の源として重視することは、「顧客の動向や顧客ニーズ」が約7割（68.6％）と最も多く、以下「経営者個人の創意工夫やアイデア」52.9％、「消費者の動向や消費者ニーズ」47.9％、「従業員の創意工夫やアイデア」31.4％、「異業種他社との交流」22.9％、「同業種他社との交流」17.9％、「国の政策や制度」17.9％、「自社の技術シーズ」17.1％、「競合他社や業界団体の動向」15.7％などが多くなっている。
【業種別】

業種別にみると、「消費者の動向や消費者ニーズ」については卸売業、小売業、学術研究、専門・技術サービス業、宿泊業、飲食サービス業、「従業員の創意工夫やアイデア」については建設業、「異業種他社との交流」については建設業、卸売業、小売業、「同業種他社との交流」については建設業、学術研究、専門・技術サービス業、「自社の技術シーズ」については製造業、「大学や研究機関の技術シーズ」については製造業などで割合が比較的高くなっている。
上段：件数、下段：％

（８）「新技術・新製品・新サービスの開発」「新分野進出」するにあたって連携したい相手



「新技術・新製品・新サービスの開発」「新分野進出」するにあたって連携したい相手は、「仕入先」が約4割（39.3％）と最も多く、以下「異業種他社」22.9％、「同業種他社」22.1％、「販売先」19.3％、「その他専門サービス業」12.1％、「行政または行政の支援機関」9.3％などが多くなっている。
【業種別】

業種別にみると、「仕入先」については卸売業、小売業、学術研究、専門・技術サービス業、サービス業、「異業種他社」については建設業、「同業種他社」については建設業、学術研究、専門・技術サービス業、「販売先」については製造業、卸売業、小売業、「行政または行政の支援機関」については建設業、「大学や研究機関」については製造業、「外注先」については建設業、「コンサルタント」については建設業などで割合が比較的高くなっている。
上段：件数、下段：％

３　資金繰りの状況

（１）資金の借入状況




資金の借入状況は、「借入をしている」51.4％、「借入をしていない」44.6％と概ね半々の割合となっている。
【業種別】

業種別にみると、建設業、製造業、運輸業、郵便業などで「借入をしている」割合が高くなっている。







【従業者規模別】

従業者規模別にみると、個人事業主の多い従業者総数5人以下の企業（事業所）では「借入をしている」割合が低い一方で、6～100人の企業（事業所）では約8割と高くなっている。





※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

（２）金融機関からの借入残高の変化



2年前と比べて、金融機関からの借入残高が「増加した」「減少した」いずれも34.2％で、「ほとんど変わっていない」が29.8％となっている。
【従業者規模別】

従業者規模別にみると、従業者総数31人以上の企業（事業所）では「減少した」割合が比較的高くなっている。




※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

（３）資金繰りの状況の変化





2年前と比べた資金繰りの状況について、「変わらない」が28.9％で、「苦しい」「やや苦しい」を併せた『苦しい』割合が55.6％と過半数を占めている。
【業種別】

業種別にみると、建設業、製造業、運輸業、郵便業、宿泊業、飲食サービス業などで『苦しい』割合が高くなっている。










【従業者規模別】

従業者規模別にみると、従業者総数20人以下の企業（事業所）では「苦しい」割合が21人以上の企業（事業所）と比べて高くなっている。





※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

（４）金融機関の貸出姿勢




2年前と比べた金融機関の貸出姿勢について、「変化はない」が約半数（47.0％）で、「厳しくなった」が15.1％、「緩くなった」が2.2％となっている。
【業種別】

業種別にみると、建設業、製造業、運輸業、郵便業、宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業などで「厳しくなった」割合が比較的高くなっている。









【従業者規模別】

従業者規模別にみると、従業者総数6～30人の企業（事業所）では「厳しくなった」割合が比較的高くなっている。





※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

（５）金融機関の貸出姿勢が厳しくなった状況




金融機関の貸出姿勢が厳しくなった状況は、「信用保証を求められるようになった」34.2％、「担保・保証人の追加を求められた」31.6％、「借入申込を断られた」30.7％が約3割と多くなっている。他には「以前よりも高い金利を求められた」22.8％、「借入申込額を減額された」17.5％、「政府系金融機関の利用を勧められた」14.9％などが多くなっている。
【従業者規模別】

従業者規模別にみると、従業者総数5人以下の企業（事業所）では「借入申込を断られた」、6～20人の企業（事業所）では「信用保証を求められるようになった」などの割合が比較的高くなっている。
上段：件数、下段：％

※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

（６）金融機関の貸出姿勢が厳しくなった際の対応




金融機関の貸出姿勢が厳しくなった際の対応は、「従業員の給与を下げた」が約3割（29.8％）と最も多く、以下「設備投資や製品・商品開発等を減らした」23.7％、「廃業や転業を考えた」17.5％、「従業員をリストラした」14.0％、「採算が良くない取引先等を整理した」13.2％、「事業の縮小・撤退をした」10.5％などが多くなっている。
【従業者規模別】

従業者規模別にみると、従業者総数30人以下の企業（事業所）では「従業員の給与を下げた」、従業者総数21～30人の企業（事業所）では「事業所・店舗等を整理・縮小した」などの割合が比較的高くなっている。
上段：件数、下段：％

※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

４　雇用の推移

（１）雇用人数の推移と過不足感













平成20年9月以降の雇用人数の推移は、従業員総数、正社員数、非正規労働者数いずれも「増加」「減少」の割合に大きな差はなく、「増加」は1～2％、「減少」は5％前後となっている。
増加・減少の人数は、従業員総数、正社員数、非正規労働者数いずれも概ね5人以内となっている。

雇用の過不足感は、非正規労働者数より正社員数、正社員数より従業員総数の不足感が大きく、従業員総数では「不足」と「やや不足」を併せた『不足』の割合が15.6％となっている。
【雇用人数の推移（従業員総数）～業種別】

業種別にみると、建設業、製造業、運輸業、郵便業などで「減少」の割合が比較的高くなっている。









【雇用人数の推移（従業員総数）～売上高の変化別】

売上高の変化別にみると、売上高が増加している企業（事業所）の方が減少している企業（事業所）より「増加」の割合が高くなっている。


※売上高の変化「無回答」があるため、合計は一致しない。

【雇用の過不足感（従業員総数）～業種別】

業種別にみると、建設業で「不足」「やや不足」を併せた『不足』の割合が比較的高く、28.0％となっている。









【雇用の過不足感（従業員総数）～従業者規模別】

従業者規模別にみると、従業者総数6～30人の企業（事業所）で「不足」「やや不足」を併せた『不足』の割合が比較的高く、約3割となっている。







※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

（２）平成20年9月以降の景気悪化による影響


平成20年9月以降の景気悪化について、「影響している」21.4％、「やや影響している」10.6％を併せた『影響している』割合は32.0％、一方「影響していない」28.4％、「あまり影響していない」14.1％を併せた『影響していない』割合は42.5％となっている。
【業種別】

業種別にみると、建設業、製造業、運輸業、郵便業などで『影響している』割合が比較的高くなっている。




【従業者規模別】

従業者規模別にみると、従業者総数6～50人の企業（事業所）では『影響している』割合が比較的高くなっている。



※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

５　雇用の見込み

（１）雇用人数の見込み






この先1年程度における雇用の見込みは、従業員総数、正社員数、非正規労働者数いずれも「増加」「減少」の割合に大きな差はなく、「増える（増やす）と思う」は1～3％、「減る（減らす）と思う」は2～4％となっている。

増加・減少の人数は、従業員総数、正社員数、非正規労働者数いずれも「1～2人」で8割前後を占めている。
【従業者規模別】

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「増える（増やす）と思う」割合が高くなっている。




※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

【売上高の変化別】

売上高の変化別にみると、売上高が増加している企業（事業所）の方が減少している企業（事業所）より「増える（増やす）と思う」の割合が高くなっている。


※売上高の変化「無回答」があるため、合計は一致しない。

（２）平成21年度の採用状況



平成21年度に「採用あり」は9.0％、「採用なし」は74.9％となっている。
「採用あり」のうち、新卒を採用した企業（事業所）は22.1％、既卒を採用した企業（事業所）は64.7％となっている。市内・市外別でみると、市内の者を採用した企業（事業所）は73.5％、市外の者を採用した企業（事業所）は26.4％となっている。
【従業者規模別】

従業者規模別にみると、従業者規模が大きくなるほど「採用あり」の割合が高くなっている。

※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

【売上高の変化別】

売上高の変化別にみると、売上高が増加している企業（事業所）の方が減少している企業（事業所）より「採用あり」の割合が高く、約3割（29.1％）となっている。


※売上高の変化「無回答」があるため、合計は一致しない。

（３）平成22年度の採用見込み




平成22年度に「採用予定あり」は6.7％、「採用なし」は77.7％と、平成21年度の採用実績より若干採用する企業（事業所）の割合が減少している。
「採用予定あり」のうち、新卒を採用する企業（事業所）は43.2％、既卒を採用する企業（事業所）は47.1％となっている。
【従業者規模別】

従業者規模別にみると、平成21年度の採用実績と同様に、従業者規模が大きくなるほど「採用予定あり」の割合が高くなっている。



※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

【売上高の変化別】

売上高の変化別にみると、採用実績と同様に、売上高が増加している企業（事業所）の方が減少している企業（事業所）より「採用予定あり」の割合が高く、約2割（23.6％）となっている。


※売上高の変化「無回答」があるため、合計は一致しない。

（４）雇用管理の状況


過去3年間に行った雇用管理は、過半数（55.0％）が「特に何もしていない」と回答している。回答が多かったものとしては「正社員を増やした」8.5％、「賃金の削減を行った」6.1％、「正社員を減らした」5.5％、「賃金の増額を行った」5.3％など、正社員の人数と賃金を調整した企業（事業所）が多くなっている。
【業種別】

業種別にみると、「正社員を増やした」については建設業、運輸業、郵便業、「賃金の削減を行った」については建設業、運輸業、郵便業、「高齢者の再雇用を進めた」「中高年従業員を増やした」については運輸業、郵便業などで割合が比較的高くなっている。
上段：件数、下段：％

【従業者規模別】

従業者規模別にみると、従業者総数6～100人の企業（事業所）では「正社員を増やした」、21～30人の企業（事業所）では「非正規労働者を増やした」「中高年従業員を増やした」「定年を延長した」、51～100人の企業（事業所）では「新規採用を増やした」「新規採用を停止、縮小した」などの割合が比較的高くなっている。
上段：件数、下段：％

※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

（５）従業員採用方針


今後3年間における従業員採用方針は、雇用管理の状況と同様に、「特になし」が大半（67.0％）を占めている。回答が多かったものとしては「正社員を増やす」6.7％、「新規採用を増やす」4.5％、「非正規労働者を増やす」2.4％、「正社員を減らす」2.0％、「高齢者の再雇用を進める」1.8％などとなっている。
【業種別】

業種別にみると、「正社員を増やす」「新規採用を増やす」については建設業、生活関連サービス業、娯楽業などで割合が比較的高くなっている。
上段：件数、下段：％

【従業者規模別】

従業者規模別にみると、従業者総数21人以上の企業（事業所）では「正社員を増やす」「新規採用を増やす」の割合が比較的高くなっている。
上段：件数、下段：％

※従業者規模「無回答」があるため、合計は一致しない。

６　行政の支援策

（１）各種支援制度の認知度・利用経験・利用希望



















【認知度】

各種支援制度の認知度については、中小企業融資制度が圧倒的に高く、54.6％が「知っていた」と回答している。他の制度は概ね1割前後の認知度にとどまっている。
【利用経験】

各種制度の利用経験についても、認知度の高い中小企業融資制度の割合が高く、24.3％が「利用したことがある」と回答している。他の制度については、本調査の対象企業（事業所）の中では、ほとんど利用がみられなかった。
【今後の利用希望】

各種制度の今後の利用希望についても、認知度の高い中小企業融資制度の割合が高く、9.4％が「積極的に利用したい」、24.4％が「機会があれば利用したい」と回答している。他の制度については、概ね2～3％の企業（事業所）が「積極的に利用したい」と回答し、1割前後が「機会があれば利用したい」と回答している。
【認知度（中小企業融資制度）～業種別】

中小企業融資制度の認知度を業種別にみると、建設業、製造業、学術研究、専門・技術サービス業などで「知っていた」割合が比較的高く、不動産業、物品賃貸業、宿泊業、飲食サービス業、生活関連サービス業、娯楽業などで「知っていた」割合が低くなっている。


【利用経験（中小企業融資制度）～業種別】

中小企業融資制度の利用経験を業種別にみると、建設業、製造業などで「利用したことがある」割合が比較的高く、不動産業、物品賃貸業、学術研究、専門・技術サービス業、生活関連サービス業、娯楽業などで「利用したことがある」割合が低くなっている。


【今後の利用希望（中小企業融資制度）～業種別】

中小企業融資制度の今後の利用希望を業種別にみると、建設業、運輸業、郵便業、宿泊業、飲食サービス業などで「積極的に利用したい」割合が比較的高く、不動産業、物品賃貸業、学術研究、専門・技術サービス業などで「積極的に利用したい」割合が低くなっている。




（２）充実すべき中小企業支援策


充実すべき中小企業支援策は、「資金調達の円滑化」が約2割（20.1％）と最も多く、以下「人材育成への支援」11.5％、「新分野への進出支援」8.6％、「支援施策等の情報発信強化」6.6％、「専門家による経営相談の充実」6.1％、「販路開拓・マーケティング支援」5.9％、「技術開発支援」5.8％、「企業間連携・異業種交流の促進」5.7％、「技術・経営等のセミナー」5.4％などとなっている。
【業種別】

業種別にみると、「資金調達の円滑化」については建設業、運輸業、郵便業、「人材育成への支援」については建設業、運輸業、郵便業、学術研究、専門・技術サービス業、「新分野への進出支援」「専門家による経営相談の充実」「技術開発支援」「企業間連携・異業種交流の促進」については運輸業、郵便業などで割合が比較的高くなっている。
上段：件数、下段：％

Ⅳ　自由意見


「道路整備、活性化等、まちづくりの推進」「仕事の減少が考えられる業種への支援」「税金が高いので安くしてほしい」「資金調達が困難」「景気回復」「後継者がいない」「大企業、大型店の参入により競争が激化」などの意見が多くなっている。
Ⅴ　調査結果からみた課題と目指す方向性

１　雇用のミスマッチ

昨今、サブプライム住宅ローン問題やリーマン・ショックを契機に、世界的な金融危機が発生し、世界経済が減速する中、輸出産業の減産が中小製造業の受注の大幅な減少をもたらすなど、中小企業の業績や資金繰りが急速に悪化している。特に、製造業を中心に売上や受注の大幅な減少に見舞われ、余剰人員を抱える中小企業が少なくない一方で、人手不足感が残る中小企業も少なくない。

調査結果では、人員に「不足感」のある中小企業が15.6％であるのに対し、人員に「過剰感」のある中小企業は7.1％と、「不足感」のある中小企業の方が多い（ただし、従業者規模31人以上の中小企業では、「過剰感」のある中小企業の数が上回る）。業種別でみても、ほとんどの業種で「不足感」のある中小企業が「過剰感」のある中小企業の数を上回っている。また、経営課題に「求人難（人材不足）」をあげる中小企業は売上高を伸ばしている企業ほど割合が高くなっている。企業は人員に「不足感」がある一方で、求職者からは「就職先がない」という声が聞かれることから、業種間のミスマッチより職種間のミスマッチが進んでいるのではと考えられる（あるいは人員に「不足感」があっても、採算性の問題で増員できないケースも考えられる）。

今後は、求職者が希望する職場（職種）で必要となるスキルを身につけられるよう、教育訓練を受けやすい環境を整備するとともに、引き続き、国の「緊急雇用創出事業臨時特例交付金」「ふるさと雇用再生特別交付金」を活用した、離職してから再就職するまでの「つなぎ」となる雇用の創出を検討していくことも重要である。

２　人材の確保・育成

調査結果では、充実すべき中小企業支援策として「資金調達の円滑化」に続いて2番目に「人材育成への支援」の要望が高い。将来の労働人口を展望すると、少子高齢化の進展、生産年齢人口の減少が予測されており、労働力の確保（人材の育成）は中小企業にとって中長期的に一層重要な課題になると考えられるが、中小企業と大企業では求人倍率に大きな差が生じている。この要因の1つとして、中小企業がどのような経営実態で、またどのような特色があり、どのような強みを持っているのかが求職者や学生に十分に伝わっていないのではと考えられる。中小企業といっても個人事業主から100人規模の組織まで幅が広く、雇用条件や就業環境の幅も広い。近年では、大企業においても、大型倒産や派遣切り、内定取消などが相次いでいるように、「組織が大きければ良い」というだけの発想は薄らいでいると考えられるが、求職者や学生に向けた中小企業の質の高い情報発信（ハローワーク、ジョブカフェ、各種就職説明会、インターンシップ等の有効活用、教育機関との連携強化等）、さらに、中小企業が活用した研修に対する費用の補助など、中小企業が人材育成に取り組みやすい環境の整備を図る必要がある。

また、調査結果では、「まちの活性化」についての要望も多い。地域が一体となって、交流人口の拡大、中心市街地の賑わいを創出するとともに、優秀な人材の確保に向けたＵＪＩターンの促進を積極的に図る必要がある。

さらに、中小企業自身が人材の確保・育成に積極的に取り組むことも求められる。人材の確保・育成に積極的に取り組む企業は、職場の雰囲気も良く、働く従業員の意欲も高まることから、従業員の定着率も安定し、優秀な人材も集まりやすくなると考えられる。一般的に、大企業より中小企業の離職率の方が高いことから、仕事に面白さややりがいを感じることができる工夫を行うなど、教育・訓練を通じて育成した有能な人材が離職しないような取組が一層重要となる。

３　市の各種支援制度の活用促進
調査結果では、2年前と比べて資金繰りが『苦しい』と回答した割合が過半数を占め、金融機関の貸出姿勢が「厳しくなった」という回答が「緩くなった」を上回っている。倉敷市においても、「中小企業融資制度」をはじめ各種支援制度を設けているが、調査結果では、認知度が高いのは「中小企業融資制度」のみで、他の助成制度の認知度は軒並み1割前後であり、利用経験がある企業は、「中小企業融資制度」の24.3％以外はほとんど0に近い利用度となっている。実際には利用要件等の制約もあり、希望した企業が全て助成を受けられるものではないが、「積極的に利用したい」と回答した企業がいずれの制度にも2～3％程度いる（「機会があれば利用したい」を含めると10～20％程度）ことから、必要なところに必要な情報が十分に伝わっていないことがみてとれる。

倉敷市では、市公式ホームページ上でこれらの制度の紹介を行っているが、画一的な情報提供だけでは伝わり方に限界があり、一方で、企業自身にも「行政の支援を受ける」という発想が薄く、こうした支援制度の情報を自ら取得しようという考えに至らないケースも考えられる。

中小企業については、市内でも万単位の企業（事業所）があり、これらの全てに情報を届けるのは困難である。ホームページ上での情報公開だけでなく、広報紙、ＣＡＴＶ、テレビ・ラジオ・新聞広報等多様な媒体を活用するとともに、商工会議所・商工会をはじめとする関係機関とも連携を密にする必要もある。例えば、今回の調査のように訪問形式で実施する企業対象の統計調査等があった際に、各種支援制度を紹介した冊子を一緒に渡すなど、市内の企業と接触する機会を有効に活用することを考える必要がある。


４　イノベーション（革新）の推進
前述のとおり、内外需が減少する中、中小企業は厳しい経営環境に置かれており、多くの企業が会社組織を維持していくために、生産・設備投資の抑制、組織の統廃合、人員削減等の措置を講じざるを得ない状況になっている。こうした状況にあっても売上の維持・拡大を図るためには、変化する市場ニーズを把握し、中小企業の強みを活かした製品・サービスの開発・供給、販路の拡大等に取り組むこと、すなわち中小企業のイノベーション（革新）を進めることが重要とされている。

調査結果では、経営上の問題点を解決するために力を入れることとして、「販路拡大・開拓」をあげた企業（事業所）が20.6％、他には「新技術・新製品・新サービスの開発」13.5％、「新分野進出」8.5％などの回答があがっている。そして、これらの回答は、売上高を伸ばしている企業ほど割合が高くなっている。「新技術・新製品・新サービスの開発」「新分野進出」の発想の源は、「顧客の動向や顧客ニーズ」「経営者個人の創意工夫やアイデア」「消費者の動向や消費者ニーズ」「従業員の創意工夫やアイデア」「他社との交流」などがあげられている。

中小企業白書2009年版では、中小企業のイノベーションの特徴として、「①経営者が方針策定から現場での創意工夫までリーダーシップをとって取り組んでいること」「②日常生活でひらめいたアイデアの商品化や、現場での創意工夫による生産工程の改善など、継続的な研究開発活動以外の創意工夫」「③ニッチ（すきま）市場におけるイノベーションの担い手となっていること」の3つがあげられている。中小企業では、規模の経済性（スケールメリット）が働かないことや、資金調達力の弱さから、大規模な研究開発を推進することは難しいが、経営者がリーダーシップを発揮しつつ、従業員と一緒に一丸となって、イノベーションの実現に向けて創意工夫を図っていると考えられる。

こうした中小企業の積極的な取組を支援するためには、イノベーションの実現に向けた経営戦略や事業計画を立案したり、人材や資金を調達する上で、中小企業診断士等の専門家のコンサルティングが必要である。また、技術の高度化、新技術・新商品開発を促進し、新たな需要開拓を図るため、補助金の交付等による支援制度や支援体制の整備を図る必要がある。さらに、地域の優秀な人材を有効に活用するために、高度な技術やマーケティングのノウハウを有する企業ＯＢ等の人材に関する情報収集を図るなど、企業ＯＢ等の活用に対する支援も検討する必要がある。こうしたイノベーションの取組を進めていくことは、企業自身の魅力を高めることにもつながり、人材の確保・育成にも寄与するものと考えられる。

また、調査結果では、「新技術・新製品・新サービスの開発」「新分野進出」するにあたって連携したい相手として「仕入先」「異業種他社」「同業種他社」「販売先」などの回答が多くなっている。複数企業での協働の取組を積極的に支援することは、個別企業で行うコストとリスクの負担を分担できるだけでなく、個別企業の力を結集することにもつながることから、今後、連携促進のための支援方策を検討していく必要がある。

５　労働力の確保の方策や働き方の見直し

前述のように、今後、労働力の確保（人材の育成）が一層厳しさを増すことが予測される中、企業も労働力の確保の方策や従業員の働き方に関して、より柔軟に対応していく姿勢が求められている。

調査結果では、過去3年間の雇用管理として「中高年従業員を増やした」「障がい者の雇用を増やした」「女性従業員の再雇用を進めた」「高齢者の再雇用を進めた」「定年を延長した」「フレックスタイムや変形労働時間、労働時間の柔軟な制度の導入」などの回答もみられている。

中小企業による人材獲得が若手新卒学生の採用困難という事態となって現れていることから、企業としては、女性、中高年等の積極的な活用、またそれに対応した様々な働き方について真剣に検討することも必要となっている。

問１◆事業所の経営組織
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問１◆資本金
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問１◆事業開始年次
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問１◆前期の売上高
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問１◆事業所展開（○はいくつでも）





問７　経営上の問題点を解決するために、今後どのようなことに力を入れる必要があると考えますか。（○はいくつでも）
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問１◆主要事業内容





（％）





（％）





、





、





、





、





、





、





、





、





、





、





、





、





問１◆水島コンビナート企業との取引
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問１◆売上高の内訳（主要事業内容が「製造業」とお答えの場合に）





問１◆製品の出荷手段（主要事業内容が「製造業」とお答えの場合に）
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問２　２年ほど前と比べた貴社の売上高はどのように変化しましたか。
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問３　２年ほど前と比べた貴社の粗利益高はどのように変化しましたか。
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問５　今後の事業展開は、どのような見通しでしょうか。
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問６　現在、貴社の経営上の問題点は何ですか。（○はいくつでも）
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（問７で「新技術・新製品・新サービスの開発」「新分野進出」のいずれかに○をされた場合に）


問８　「新技術・新製品・新サービスの開発」「新分野進出」に関するアイデアや発想の源として重視することは何ですか。（○はいくつでも）
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（問７で「新技術・新製品・新サービスの開発」「新分野進出」のいずれかに○をされた場合に）


問９　「新技術・新製品・新サービスの開発」「新分野進出」するにあたって連携したい相手はどこですか。（○はいくつでも）
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問10　資金の借入状況についてお答えください。
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（問10で「１　借入をしている」とお答えの場合に）


問11　２年ほど前と比べて、金融機関からの借入残高はどのように変化しましたか。
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「高齢のため」


「納税証明書の提出」など
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問12　２年ほど前と比べて、貴社の資金繰りの状況はどのように変化しましたか。
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問13　２年ほど前と比べて、金融機関等の貸出姿勢についてどのように感じていますか。
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（問13で、「１　厳しくなった」とお答えの場合に）


問13－１　貸出姿勢が厳しくなったのは、具体的にはどのようなことですか。次の中から選んでください。（○はいくつでも）
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（問13で、「１　厳しくなった」とお答えの場合に）


問13－２　厳しくなったことで、貴社の事業はどのような対応を余儀なくされましたか。次の中から選んでください。（○は３つまで）





（％）





問14　貴社では、次の雇用形態ごとの人数は、平成20年９月以降どのように推移しましたか。増加または減少した場合には、〔　　〕内に人数もご記入ください。さらに、現在、人数の過不足感はありますか。





（％）





【雇用人数の推移】





【雇用の過不足感】





（％）





（％）





（％）





問15　前問（問14）の【人数の推移】の変化には、平成20年９月以降の景気悪化による影響はありますか。





（％）





（％）





（％）





問16　昨今の景気動向を踏まえ、この先１年程の間に、貴社の雇用形態ごとの人数は、どのように推移すると思いますか。増える（増やす）または減る（減らす）場合には、〔　　〕内に人数もご記入ください。





【雇用人数の見込み】





（％）





（％）





問17　貴社の平成21年度の採用者の有無・人数はどのようになっていますか。「１　採用あり」の場合には、〔　　〕内に人数もご記入ください。





【採用の有無】





（％）





（％）





問18　貴社の平成22年度の採用者の有無・人数はどのようになっていますか。「１　採用予定あり」の場合には、〔　　〕内に人数もご記入ください。





（％）





【採用予定の有無】





（％）





問19　貴社では、過去３年間に何らかの雇用管理を行いましたか。（○はいくつでも）





（％）





問20　今後、３年間における貴社の従業員採用方針はありますか。（○はいくつでも）





（％）





問21　倉敷市では、中小企業の方々の経営を支援するために、次のような各種支援制度を設けています。これらの制度についてご存知でしたか。また、利用経験、今後の利用希望についても併せてお答え下さい（下記の制度は平成21年11月現在の制度です）。





【認知度】





（％）





【利用経験】





（続き）





【今後の利用希望】





（％）





（％）





（％）





（％）





（％）





問22　中小企業支援策について、今後充実すべきと思われる施策はどのようなことですか。（○はいくつでも）





（％）





問23　最後に、経営上で困っていることや今後の施策で市に期待することなど、ご意見・ご要望がありましたら、ご自由に記入してください。








問１◆従業員数





（％）





（％）





（％）





（％）

















問４　粗利益が増加した要因・減少した要因は具体的にどのようなことですか。（自由意見）





「私財の投入」


「別事業の廃業」など





0.8





0.4





0.2








0.2








1.7








1.4








（％）





0.8











0.2











0.6











4.0














1.5








2.8








0.4








1.7








1.7








4.0








0.3








1.5








4.1








2.1








◆「資金調達の円滑化」の要望が強いのはいうまでもないが、市の各種支援制度では「中小企業融資制度」以外、認知度が低い


◆しかし潜在的な利用ニーズは確実にある


◆画一的な情報提供だけではなく、商工会議所・商工会などの関係機関との連携を密にして、あらゆる機会を活用して広報・啓発を図る必要がある





0.3








1.7








2.1











1.7











3.4








◆人員の「不足感」と相まって「人材育成への支援」の要望が強い


◆中小企業の経営実態や特色、強み等が求職者や学生に十分伝わっていないのではないか


◆求職者や学生に向けた中小企業の質の高い情報発信（ハローワーク、ジョブカフェ、各種就職説明会、インターンシップ等の有効活用、教育機関との連携強化等）が必要


◆中小企業が活用した研修に対する費用の補助など、中小企業が人材育成に取り組みやすい環境の整備が必要





1.7








1.1








2.3








2.3








3.9








3.1








2.4








0.8








3.1








3.1








3.1








1.1








4.0








1.8








3.3








2.1








4.0








3.0








2.0








3.0








2.4








0.8








3.9








2.4








2.7








1.8








2.7








2.7








3.2








3.2








3.6








1.8








0.7








3.7








2.2








1.8








2.9








2.6








1.4








2.2








1.6








3.4








1.7








2.3








3.4








4.0








4.0








4.0








0.8








4.0








1.0








4.0








3.1








2.4








1.6








1.6








1.5








3.1








2.2








0.9








1.8








3.2








3.2








3.2








2.2








1.8








0.8








1.8








1.8








1.1








3.4








1.7








4.2








4.0








4.0








4.0








2.8








2.0








3.1








4.0











0.8








2.0








4.0








4.0








1.4








1.7








4.0








2.5








1.8








1.5








3.3








1.5








3.7








3.2








1.8








3.2








2.7








4.0








0.8








3.0








3.2








1.8








3.1








3.1








4.0








2.4








1.0








1.0








0.7








0.7








3.0








1.0








1.7








3.4








2.8








2.2








1.5








1.8








3.6








2.7








3.9








1.0








4.0








2.3








1.4








1.8








1.2








1.1








1.5








3.4








1.2








0.7








2.5








0.9








1.8








0.9








2.1








2.0








2.0








0.9








1.5








2.2








3.6








1.8








1.8








2.7








1.6








2.0








0.7








1.5








1.8








3.2








1.8








1.8








1.8








2.7








0.4








3.9








0.6








4.0








4.0








1.2








0.6








2.6








3.2








3.6








4.0








1.8








1.6








2.6








2.8








3.6








3.4








1.6








1.4








4.0








3.0








4.0








2.0








1.8








2.4








2.8








0.3








0.8








0.7








0.7








0.1








3.3








1.8








2.2








2.4








2.9








2.6








3.2








3.6








◆人員に「過剰感」のある中小企業より「不足感」のある中小企業の方が多い


◆職種間のミスマッチが進んでいるのではないか


◆つなぎの期間での職業訓練の充実や、引き続き、国の制度を活用し地域の雇用創出を図る
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3.4








0.6








1.6








4.0








4.0








2.3








1.1








4.0








2.8








◆売上高を伸ばしている企業ほど「販路拡大・開拓」「新技術・新製品・新サービスの開発」「新分野進出」に力を入れている割合が高い


◆中小企業にとってイノベーションの発想の源は、「顧客の動向や顧客ニーズ」「経営者個人の創意工夫やアイデア」「消費者の動向や消費者ニーズ」「従業員の創意工夫やアイデア」「他社との交流」など


◆中小企業診断士等の専門家のコンサルティングが必要


◆新たな需要開拓を図るため、技術の高度化、新技術・新商品開発等に係る支援制度や支援体制の整備が必要


◆スキルの高い地域の企業ＯＢ等の人材に関する情報収集を図ることが必要


◆中小企業が相互に連携してイノベーションに取り組める仕組みの構築が必要





◆雇用管理について様々な工夫がなされているが、人口構造やライフスタイルの変化を見据えて、労働力の確保の方策や働き方の見直しについて検討が必要









